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(57)【要約】
本発明は、光配向膜上に設けられたポリマー層によって
耐光性があり、液晶の配向が安定化され、表示品位に優
れる液晶表示装置を提供する。本発明の液晶表示装置は
、一対の基板の少なくとも一方が、液晶層側から順に、
ポリマー層、光配向膜、及び、電極を有し、上記光配向
膜は、液晶分子を水平に配向させ、液晶セルの観察面側
の偏光素子の偏光透過軸方向は、閾値電圧未満での液晶
分子の配向方向に沿い、該光配向膜を構成する材料は、
光配向膜に照射される偏光により、該偏光の偏光方向に
対して交差する方向に液晶分子を配向させる材料を含む
液晶表示装置である。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
一対の基板と、該一対の基板間に挟持された液晶層とを含んで構成される液晶セルを備え
る液晶表示装置であって、
該一対の基板の少なくとも一方は、液晶層側から順に、ポリマー層、光配向膜、及び、電
極を有し、
該光配向膜は、液晶分子を該光配向膜面に対して水平に配向させるものであり、
該ポリマー層は、モノマーを重合させて形成されたものであり、
該液晶表示装置は、更に、液晶セルの観察面側に偏光素子を有し、
該偏光素子の偏光透過軸方向は、液晶層における閾値電圧未満での液晶分子の配向方向に
沿っており、
該光配向膜を構成する材料は、該光配向膜に照射される偏光により、該光配向膜に照射さ
れる偏光の偏光方向に対して交差する方向に液晶分子を配向させる材料を含む
ことを特徴とする液晶表示装置。
【請求項２】
前記偏光素子の偏光透過軸方向は、液晶層における閾値電圧未満での液晶分子の配向方向
と平行である
ことを特徴とする請求項１に記載の液晶表示装置。
【請求項３】
一対の基板と、該一対の基板間に挟持された液晶層とを含んで構成される液晶セルを備え
る液晶表示装置であって、
該一対の基板の少なくとも一方は、液晶層側から順に、ポリマー層、光配向膜、及び、電
極を有し、
該光配向膜は、液晶分子を該光配向膜面に対して水平に配向させるものであり、
該ポリマー層は、モノマーを重合させて形成されたものであり、
該液晶表示装置は、更に、液晶セルの観察面側に偏光素子を有し、
該偏光素子の偏光透過軸方向は、液晶層における閾値電圧未満での液晶分子の配向方向に
沿っており、
該光配向膜を構成する材料は、下記一般式（１）；
【化１】

（式中、Ｚは、ポリビニル単量体単位、ポリアミック酸単量体単位、ポリアミド単量体単
位、ポリイミド単量体単位、ポリマレイミド単量体単位、又は、ポリシロキサン単量体単
位を表す。Ｒ１は、単結合又は二価の有機基を表す。Ｒ２は、水素原子、フッ素原子、又
は、一価の有機基を表す。ｎは、２以上の整数である。）で示される分子構造を有する重
合体を含むものである
ことを特徴とする液晶表示装置。
【請求項４】
前記一価の有機基は、アルキル基、アルコキシ基、ベンジル基、フェノキシ基、ベンゾイ
ル基、ベンソエート基、ベンゾイルオキシ基又はそれらの誘導体である
ことを特徴とする請求項３に記載の液晶表示装置。
【請求項５】
前記光配向膜を構成する材料は、該光配向膜に照射される偏光により、該光配向膜に照射
される偏光の偏光方向に対して直交する方向に液晶分子を配向させる材料を含む
ことを特徴とする請求項１～４のいずれかに記載の液晶表示装置。
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【請求項６】
一対の基板と、該一対の基板間に挟持された液晶層とを含んで構成される液晶セルを備え
る液晶表示装置であって、
該一対の基板の少なくとも一方は、液晶層側から順に、ポリマー層、光配向膜、及び、電
極を有し、
該光配向膜は、液晶分子を該光配向膜面に対して水平に配向させるものであり、
該ポリマー層は、モノマーを重合させて形成されたものであり、
該液晶表示装置は、更に、液晶セルの観察面側に偏光素子を有し、
該偏光素子の偏光透過軸方向は、液晶層における閾値電圧未満での液晶分子の配向方向と
交差し、
該光配向膜を構成する材料は、該光配向膜に照射される偏光により、該光配向膜に照射さ
れる偏光の偏光方向に対して沿っている方向に液晶分子を配向させる材料を含む
ことを特徴とする液晶表示装置。
【請求項７】
前記偏光素子の偏光透過軸方向は、液晶層における閾値電圧未満での液晶分子の配向方向
と直交する
ことを特徴とする請求項６に記載の液晶表示装置。
【請求項８】
前記光配向膜は、光異性基を有し、
該光異性基は、シンナメート基、アゾ基、カルコン基、及び、スチルベン基からなる群よ
り選択される少なくとも１種を含む
ことを特徴とする請求項１、２、６又は７に記載の液晶表示装置。
【請求項９】
一対の基板と、該一対の基板間に挟持された液晶層とを含んで構成される液晶セルを備え
る液晶表示装置であって、
該一対の基板の少なくとも一方は、液晶層側から順に、ポリマー層、光配向膜、及び、電
極を有し、
該光配向膜は、液晶分子を該光配向膜面に対して水平に配向させるものであり、
該ポリマー層は、モノマーを重合させて形成されたものであり、
該液晶表示装置は、更に、液晶セルの観察面側に偏光素子を有し、
該偏光素子の偏光透過軸方向は、液晶層における閾値電圧未満での液晶分子の配向方向と
交差し、
該光配向膜を構成する材料は、下記一般式（３）；
【化２】

（式中、Ｚは、ポリビニル単量体単位、ポリアミック酸単量体単位、ポリアミド単量体単
位、ポリイミド単量体単位、ポリマレイミド単量体単位、又は、ポリシロキサン単量体単
位を表す。Ｒ１は、単結合又は二価の有機基を表す。Ｒ２は、水素原子又は一価の有機基
を表す。ｎは、２以上の整数である。）で示される分子構造を有する重合体を含むもので
ある
ことを特徴とする液晶表示装置。
【請求項１０】
前記光配向膜を構成する材料は、該光配向膜に照射される偏光により、該光配向膜に照射
される偏光の偏光方向に対して平行である方向に液晶分子を配向させる材料を含む
ことを特徴とする請求項６～９のいずれかに記載の液晶表示装置。
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【請求項１１】
前記モノマーの重合性官能基は、アクリレート基、メタクリレート基、ビニル基、ビニロ
キシ基、及び、エポキシ基からなる群より選択される少なくとも１種を含む
ことを特徴とする請求項１～１０のいずれかに記載の液晶表示装置。
【請求項１２】
前記液晶層は、共役二重結合以外の多重結合を含む液晶分子を含有する
ことを特徴とする請求項１～１１のいずれかに記載の液晶表示装置。
【請求項１３】
前記一対の基板の他方は、液晶層側から順に、ポリマー層及び光配向膜を有する
ことを特徴とする請求項１～１２のいずれかに記載の液晶表示装置。
【請求項１４】
前記ポリマー層は、光重合によって形成されたものである
ことを特徴とする請求項１～１３のいずれかに記載の液晶表示装置。
【請求項１５】
前記液晶層の配向型は、ＩＰＳ型、ＦＦＳ型、ＦＬＣ型、又は、ＡＦＬＣ型である
ことを特徴とする請求項１～１４のいずれかに記載の液晶表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、液晶表示装置に関する。より詳しくは、配向膜上に特性改善のための重合体層
が形成された液晶表示装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
液晶表示装置（ＬＣＤ：Liquid Crystal Display）は、複屈折性を有する液晶分子の配向
を制御することにより光の透過／遮断（表示のオン／オフ）を制御する表示装置である。
ＬＣＤの表示方式としては、負の誘電率異方性を有する液晶分子を基板面に対して垂直配
向させた垂直配向（ＶＡ：Vertical Alignment）モードや、正又は負の誘電率異方性を有
する液晶分子を基板面に対して水平配向させて液晶層に対し横電界を印加する面内スイッ
チング（ＩＰＳ：In-Plane Switching）モード及び縞状電界スイッチング（ＦＦＳ：Frin
ge Field Switching）等が挙げられる。
【０００３】
中でも、負の誘電率異方性を有する液晶分子を用い、配向規制用構造物として土手（リブ
）や電極の抜き部（スリット）を設けたＭＶＡ（Multi-domain Vertical Alignment）モ
ードについては、配向膜にラビング処理を施さなくても電圧印加時の液晶配向方位を複数
方位に制御可能であり、視角特性に優れている。しかしながら、従来のＭＶＡ－ＬＣＤに
おいては、突起上方やスリット上方が液晶分子の配向分割の境界となって白表示時の透過
率が低くなり、表示に暗線が見られることがあったため改善の余地があった。
【０００４】
そのため、高輝度かつ高速応答可能なＬＣＤを得る方法として、ポリマーを用いた配向安
定化技術（以下、ＰＳ（Polymer Sustained）技術ともいう。）を用いることが提案され
ている（例えば、特許文献１～９参照。）。このうち、ポリマーを用いたプレチルト角付
与技術（以下、ＰＳＡ（Polymer Sustained Alignment）技術ともいう。）では、重合性
を有するモノマー、オリゴマー等の重合性成分を混合した液晶組成物を基板間に封入し、
基板間に電圧を印加して液晶分子をチルト（傾斜）させた状態でモノマーを重合させ、ポ
リマーを形成する。これにより、電圧印加を取り除いた後であっても、所定のプレチルト
角でチルトする液晶分子が得られ、液晶分子の配向方位を一定方向に規定することができ
る。モノマーとしては、熱、光（紫外線）等で重合する材料が選択される。また、液晶組
成物に、モノマーの重合反応を開始させるための重合開始剤を混入させることもある（例
えば、特許文献４参照。）。
【０００５】



(5) JP WO2013/024749 A1 2013.2.21

10

20

30

40

50

また、重合性モノマーを用いる他の液晶表示素子として、例えば、高分子安定化強誘電性
（ＦＬＣ（Ferroelectrics Liquid Crystal））液晶相（例えば、特許文献１０参照。）
等も挙げられる。
【０００６】
また例えば、一方の基板に光配向処理及びＰＳ化処理を行い、他方の基板にラビング処理
を行った液晶表示デバイスにおいて、液晶中の、ＰＳ化処理に用いるモノマー濃度に対す
るヒステリシス等の影響を調べた文献が開示されている（例えば、非特許文献１参照。）
。更に、液晶光配向の技術、特に光配向方位の反転に関して、光配向膜をシンナメート（
Cinnamate）系ポリマーから調整することが工夫されている（例えば、非特許文献２、３
参照。）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特許第４１７５８２６号明細書
【特許文献２】特許第４２３７９７７号明細書
【特許文献３】特開２００５－１８１５８２号公報
【特許文献４】特開２００４－２８６９８４号公報
【特許文献５】特開２００９－１０２６３９号公報
【特許文献６】特開２００９－１３２７１８号公報
【特許文献７】特開２０１０－３３０９３号公報
【特許文献８】米国特許第６１７７９７２号明細書
【特許文献９】特開２００３－１７７４１８号公報
【特許文献１０】特開２００７－９２０００号公報
【非特許文献】
【０００８】
【非特許文献１】ナガタケ（Ｙ．Ｎａｇａｔａｋｅ）、他１名、「Ｈｙｓｔｅｒｅｓｉｓ
　Ｒｅｄｕｃｔｉｏｎ　ｉｎ　ＥＯ　Ｃｈａｒａｃｔｅｒｉｓｔｉｃ　ｏｆ　Ｐｈｏｔｏ
－Ａｌｉｇｎｅｄ　ＩＰＳ－ＬＣＤｓ　ｗｉｔｈ　Ｐｏｌｙｍｅｒ－Ｓｕｒｆａｃｅ－Ｓ
ｔａｂｉｌｉｚｅｄ　Ｍｅｔｈｏｄ」、ＩＤＷ’１０、インターナショナル　ディスプレ
イ　ワークショップス（Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ　Ｄｉｓｐｌａｙ　Ｗｏｒｋｓｈｏ
ｐｓ）、２０１０年、ｐ．８９－９２
【非特許文献２】オビ（Ｍ．Ｏｂｉ）、他２名、「Ｒｅｖｅｒｓｉｏｎ　ｏｆ　Ｐｈｏｔ
ｏａｌｉｇｎｍｅｎｔ　Ｄｉｒｅｃｔｉｏｎ　ｏｆ　Ｌｉｑｕｉｄ　Ｃｒｙｓｔａｌｓ　
Ｉｎｄｕｃｅｄ　ｂｙ　Ｃｉｎｎａｍａｔｅ　Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｆｉｌｍｓ」、Ｊａｐａ
ｎｅｓｅ　Ｊｏｕｒｎａｌ　ｏｆ　Ａｐｐｌｉｅｄ　Ｐｈｙｓｉｃｓ、公益社団法人応用
物理学会、１９９９年、第３８巻、ｐ．Ｌ１４５－Ｌ１４７
【非特許文献３】市村國宏、「液晶の光配向」、初版、米田出版、２００７年３月７日、
ｐ．１２１－１２５
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
本発明者らは、配向膜にラビング処理を施さなくても電圧印加時の液晶配向方位を複数方
位に制御可能とし、優れた視角特性を得ることができる光配向技術の研究を行っている。
光配向技術は、配向膜の材料として光に活性の材料を用い、形成した膜に対して紫外線等
の光線を照射することによって、配向膜に配向規制力を生じさせる技術である。光配向技
術によれば、配向処理を膜面に対して非接触で行うことができるので、配向処理中におけ
る汚れ、ごみ等の発生を抑制することができ、ラビング処理と異なり大型のサイズのパネ
ルにも適用することができる。
【００１０】
また光配向処理によって得られた液晶表示装置は、高コントラスト化、高精細化、高歩留
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りの観点で有利である。更に、近年、ＩＰＳ（In-plane Switching）型、ＦＦＳ（Fringe
 Field Switching）型、ＦＬＣ（Ferroelectrics Liquid Crystal）型、又は、ＡＦＬＣ
（Anti-Ferroelectrics Liquid Crystal）型の液晶表示装置に好適に適用することができ
る水平配向膜が盛んに研究開発されている。特に、光異性化による光配向膜を用いた場合
に、低照射エネルギーにて水平配向を実現できるため、他の部材（カラーフィルタ〔ＣＦ
〕等）の劣化を生じさせない、量産性に優れる、というメリットも加わる。
ただし、光配向処理によって得られる液晶表示装置は、低照射エネルギー（例えば、１０
０ｍＪ／ｃｍ以下）で反応できる感度を有している代わりに、太陽光等の影響を受けやす
い。つまり、液晶表示装置の使用時の外光による配向乱れが表示品位の低下を引き起こし
ていた。
【００１１】
なお、バックライトは、ＣＣＦＬ（Cold Cathode Fluorescent Lamp；冷陰極管）からの
紫外線が課題の１つであるが、ＣＣＦＬの代わりに最近の白色ＬＥＤ（Light Emitting D
iode；発光ダイオード）を用いることにより、紫外線フリーを実現できる。
しかしながら、表側（観察側）には太陽光等による紫外線が入射する可能性があり、対策
が必要である。上述した文献には、このような外光による配向乱れを解決できる好適な手
段について、何ら開示されていなかった。
【００１２】
本発明者らは、この場合に、（１）偏光素子（偏光板等）の偏光透過軸方向が、液晶配向
方向と交差するとともに、光配向膜を構成する材料が、光配向膜に照射される偏光により
、光配向膜に照射される偏光の偏光方向に対して交差する方向に液晶分子を配向させるも
のとしたり、（２）偏光素子の偏光透過軸方向が、液晶配向方向に沿っているものとする
とともに、光配向膜を構成する材料が、光配向膜に照射される偏光により、光配向膜に照
射される偏光の偏光方向に対して沿っている方向に液晶分子を配向させるものとしたりす
ることが、太陽光等による紫外線の入射に起因して生じる課題に対して有効であることを
見出した。すなわち、上記のような配置にすれば、たとえ太陽光がパネル内に入射しても
、本来の配向方向を実現する偏光がパネルに照射されるため、配向乱れが生じにくいこと
を見出した。しかしながら、表側偏光板の偏光透過軸方向は、偏光サングラス（水面から
の反射を目に入らないようにするなどの効果がある、鉛直方向に偏光軸を有する偏光のみ
透過できるサングラス）の使用を考慮する場合など、使用形態に応じて特定方向に設定せ
ざるを得ない場合がある。また、液晶配向方向は、液晶表示装置の消費電力を最小限化す
るためには、液晶表示装置の透過率を最大化することが望まれており、絵素構造に依存し
て液晶配向を決める必要がある。このような場合において、（３）偏光素子の偏光透過軸
方向が、液晶配向方向に沿っているとともに、光配向膜を構成する材料が、光配向膜に照
射される偏光により、光配向膜に照射される偏光の偏光方向に対して交差する方向に液晶
分子を配向させるものとしたり、（４）偏光素子の偏光透過軸方向が、液晶配向方向と交
差するとともに、光配向膜を構成する材料が、光配向膜に照射される偏光により、光配向
膜に照射される偏光の偏光方向に対して沿っている方向に液晶分子を配向させるものとし
たりする構成とする必要性が生じる場合があり、上述した配向乱れが生じにくい構成であ
る（１）、（２）を実現できず、配向乱れが生じてしまうという課題があった。
【００１３】
本発明は、上記現状に鑑みてなされたものであり、光配向膜上に設けられたポリマー層に
よって耐光性があり、液晶の配向が安定化され、表示品位に優れる液晶表示装置を提供す
ることを目的とするものである。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
本発明者らは、光配向処理を用いたＩＰＳモード等の液晶表示装置の作製に当たり、太陽
光等の影響を受けにくい構成として、外光による配向乱れに起因する表示品位の低下を防
止することに着目した。そして、液晶中に重合性モノマーを添加し、熱又は光で重合性モ
ノマーを重合させて液晶層との界面を構成する面上にポリマー層を形成する高分子安定化
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（ＰＳ）工程を導入することにより、ＰＳ重合処理がなされているため、上記構成（３）
、（４）の、耐光性に劣る液晶表示装置を使用した場合でも液晶表示デバイスの安定性を
充分に向上させることが出来ることを見出した。
【００１５】
また、これらの検討に加え、更に鋭意検討を行ったところ、液晶材料となる分子の構造中
に、アルケニル基等の多重結合を有する官能基を加えることで、ＰＳ化反応の進行を促進
して、より配向を安定化させることが出来ることを見いだした。これは、第一に、液晶分
子自身の多重結合が光により活性化されうるためと考えられ、第二に、このような多重結
合を有する液晶材料が活性化エネルギーやラジカル等の授受が可能な輸送体（キャリア）
となりうるためと考えられる。つまり、配向膜となる下地膜に光活性の材料を用いるだけ
でなく、更に、液晶を光活性としたり、ラジカル等を伝搬する輸送体（キャリア）とした
りすることで、重合性モノマーの反応速度とＰＳ層の形成速度は更に向上し、安定なＰＳ
層が形成されると考えられる。このように液晶材料を選択することによっても、配向安定
性を顕著に向上させることが出来ることを見出した。
【００１６】
こうして、本発明者らは、上記課題をみごとに解決することができることに想到し、本発
明に到達したものである。
【００１７】
すなわち、本発明の第１の形態は、一対の基板と、該一対の基板間に挟持された液晶層と
を含んで構成される液晶セルを備える液晶表示装置であって、上記一対の基板の少なくと
も一方は、液晶層側から順に、ポリマー層、光配向膜、及び、電極を有し、上記光配向膜
は、液晶分子を該光配向膜面に対して水平に配向させるものであり、上記ポリマー層は、
モノマーを重合させて形成されたものであり、上記液晶表示装置は、更に、液晶セルの観
察面側に偏光素子を有し、上記偏光素子の偏光透過軸方向は、液晶層における閾値電圧未
満での液晶分子の配向方向に沿っており、上記光配向膜を構成する材料は、該光配向膜に
照射される偏光により、該光配向膜に照射される偏光の偏光方向に対して交差する方向に
液晶分子を配向させる材料を含む液晶表示装置である。
【００１８】
本明細書中、光配向膜は、光配向処理によって液晶の配向を制御できる性質を有する高分
子膜をいい、通常は、偏光照射により光配向処理がなされたものである。「光配向膜に照
射される偏光の偏光方向に対して交差する方向に液晶分子を配向させる」とは、液晶分子
の配向方向と光配向膜に照射される偏光の偏光方向とのなす角が８０°～１００°である
ことをいう。このように、本明細書中、「交差する」とは、２つの方向のなす角が８０°
～１００°であることをいう。
【００１９】
本発明の第１の形態においては、上記光配向膜を構成する材料は、光配向膜に照射される
偏光により、該光配向膜に照射される偏光の偏光方向に対して交差する方向に液晶分子を
配向させる材料を含むものであればよい。上記材料は、例えば、ターフェニル誘導体、ナ
フタレン誘導体、フェナントレン誘導体、テトラセン誘導体、スピロピラン誘導体、スピ
ロペリミジン誘導体、ビオロゲン誘導体、ジアリールエテン誘導体、アントラキノン誘導
体、アゾベンゼン誘導体、シンナモイル誘導体、カルコン誘導体、シンナメート誘導体、
クマリン誘導体、スチルベン誘導体、及び、アントラセン誘導体からなる群より選択され
る少なくとも一つであることが好ましい。なお、これらの誘導体に含まれるベンゼン環は
複素環であってもよい。ここで「誘導体」とは、特定の原子又は官能基で置換されている
もの、及び、１価のみならず２価以上の官能基として重合体の分子構造中に取り込まれて
いるものを意味する。これら誘導体における光活性な官能基（以下、光官能基ともいう。
）は、重合体主鎖の分子構造中にあってもよく、重合体側鎖の分子構造中にあってもよく
、モノマーやオリゴマーであってもよい。より好ましくは、重合体主鎖の分子構造中又は
重合体側鎖の分子構造中にあることであり、更に好ましくは、重合体側鎖の分子構造中に
あることである。なお、光官能基をもつモノマーやオリゴマーが光配向膜中に（好ましく
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は３重量％以上）含まれる場合においては、光配向膜を構成する重合体自身は光不活性で
もよい。光配向膜を構成する重合体は、耐熱性の観点から、ポリビニル、ポリアミック酸
、ポリアミド、ポリイミド、ポリマレイミド又はポリシロキサンが好ましい。光配向膜を
構成する材料は、前述の性質を有する限りにおいて、単一の高分子であるか、高分子と共
に更なる分子を含む混合物であるかを問わない。例えば、光配向可能な官能基を含む高分
子に、添加剤等の更なる低分子や、光不活性な更なる高分子が含まれていてもよい。また
、光不活性な高分子に光配向可能な官能基を含む添加剤が混合されていてもよい。
【００２０】
上記光配向膜を構成する材料は、光分解反応、ラジカル生成を生ずるノリッシュ反応 (No
rrish reaction)、光異性化反応又は光二量化反応を生ずる材料が選択される。上記光配
向膜を形成する材料は、光異性化型の官能基及び／又は光二量化型の官能基を有するもの
であることが好ましい。例えば、光異性化型の官能基及び／又は光二量化型の官能基は、
シンナメート基、アゾ基、カルコン基、スチルベン基、及び、クマリン基からなる群より
選択される少なくとも１種を含むことが好ましい。これにより、液晶中に光分解物を溶出
させることなく信頼性の高いものとなり、また、低照射エネルギーで配向処理が可能とな
る。中でも、光異性化型の官能基（光異性基）が好ましく、上記光配向膜を構成する材料
は、光異性基を有し、該光異性基は、例えば、シンナメート基、アゾ基、カルコン基、及
び、スチルベン基からなる群より選択される少なくとも１種を含むことが好ましい。また
、シンナメート基、カルコン基、スチルベン基は、光異性化、光二量化のいずれも生じ、
光異性化と光二量化とのいずれも光配向に作用することから、上記官能基がシンナメート
基、カルコン基及びスチルベン基からなる群より選択される少なくとも１種を含むことが
更に好ましい。特に好ましくは、シンナメート基である。
【００２１】
上記光異性化型の官能基（光異性基）は、上述したように、低照射エネルギーで配向処理
が可能となるというメリット（生産性の向上、他部材へのダメージ軽減等）を有する。し
かしながら、光反応メカニズムである光異性化そのものが可逆性を有するために、特に光
異性基を用いる場合は太陽光等の外部からの紫外線入射対策が不可欠になる。本発明の液
晶表示装置は、このような光異性基において特に重大となる紫外線による課題を充分に解
消するとともに、上述した光異性基特有のメリットも享受できる点で、光配向膜が光異性
基を有する場合に特に好適である。
【００２２】
また本発明の第２の形態は、一対の基板と、該一対の基板間に挟持された液晶層とを含ん
で構成される液晶セルを備える液晶表示装置であって、上記一対の基板の少なくとも一方
は、液晶層側から順に、ポリマー層、光配向膜、及び、電極を有し、上記光配向膜は、液
晶分子を該光配向膜面に対して水平に配向させるものであり、上記ポリマー層は、モノマ
ーを重合させて形成されたものであり、上記液晶表示装置は、更に、液晶セルの観察面側
に偏光素子を有し、上記偏光素子の偏光透過軸方向は、液晶層における閾値電圧未満での
液晶分子の配向方向に沿っており、上記光配向膜を構成する材料は、下記一般式（１）；
【００２３】
【化１】

【００２４】
（式中、Ｚは、ポリビニル単量体単位、ポリアミック酸単量体単位、ポリアミド単量体単
位、ポリイミド単量体単位、ポリマレイミド単量体単位、又は、ポリシロキサン単量体単
位を表す。Ｒ１は、単結合又は二価の有機基を表す。Ｒ２は、水素原子、フッ素原子、又
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は、一価の有機基を表す。ｎは、２以上の整数である。より好ましくは、８以上である。
）で示される分子構造（繰り返し単位）を有する重合体を含む液晶表示装置である。上記
重合体は、本発明の効果を発揮できる限り、上記一般式（１）で表される繰り返し単位と
、これ以外からなる単位との共重合体であってもよいが、上記一般式（１）で表される繰
り返し単位を全単量体単位中２５モル％以上含むことが好ましい。
【００２５】
上記Ｚは、炭素数２～８のポリビニル単量体単位を表すことが特に好ましい。上記Ｒ１に
おける二価の有機基（スペーサ基）は、例えば、アルキレン基、エーテル基、及び、エス
テル基からなる群より選択される少なくとも１種を含むことが好ましい。上記アルキレン
基は、炭素数が８以下であることがより好ましい。更に好ましくは、メチレン基である。
上記Ｒ１は、単結合であることが特に好ましい。上記Ｒ２における一価の有機基は、アル
キル基、フェニル基、フッ素原子、カルボニル基、エーテル基、及び、エステル基からな
る群より選択される少なくとも１種を含むことが好ましい。上記アルキル基、フェニル基
は、フッ素原子等に置換されていてもよい。また、アルキル基の炭素数が８以下であるこ
とが好ましい。上記Ｒ２は、特に好ましくは、水素原子である。具体的には、上記光配向
膜を構成する材料は、下記一般式（２）；
【００２６】
【化２】

【００２７】
（式中、ｎは、２以上の整数である。より好ましくは、８以上である。）で示される分子
構造（繰り返し単位）を有する重合体を含むことが特に好ましい。その他の好ましいＲ２

としては、Ｒ２がフッ素であるか、又は、Ｒ２が一価の有機基であり、かつ該一価の有機
基が、アルキル基、アルコキシ基、ベンジル基、フェノキシ基、ベンゾイル基、ベンソエ
ート基若しくはベンゾイルオキシ基により修飾されたものであるか、又は、それらの誘導
体であることである。言い換えれば、該一価の有機基としては、アルキル基、アルコキシ
基、ベンジル基、フェノキシ基、ベンゾイル基、ベンソエート基、ベンゾイルオキシ基又
はそれらの誘導体であることが好ましい。これにより、電気特性や配向安定性の向上が可
能になる。
【００２８】
本発明の第１の形態及び第２の形態において、上記光配向膜を構成する材料は、該光配向
膜に照射される偏光により、該光配向膜に照射される偏光の偏光方向に対して直交する方
向に液晶分子を配向させる材料を含むことが好ましい。「直交」とは、本明細書中、本発
明の技術分野において基板主面を平面視したときに直交するといえるものであればよく、
実質的な直交を含む。なお、本発明の第２の形態における上記重合体は、光配向膜に照射
される偏光により、該光配向膜に照射される偏光の偏光方向に対して直交する方向に液晶
分子を配向させるのに好適な材料を具体的に特定したものである。
【００２９】
上記「閾値電圧」とは、本明細書中、液晶層が光学的な変化を起こし、液晶表示装置にお
いて表示状態が変化することになる電場及び／又は電界を生じる電圧値を意味する。例え
ば、明状態の透過率を１００％に設定したとき、５％の透過率を与える電圧値を意味する
。
【００３０】
「上記偏光素子の偏光透過軸方向は、液晶層における閾値電圧未満での液晶分子の配向方
向に沿っている」とは、上記偏光素子の偏光透過軸方向と、液晶層における閾値電圧未満
での液晶分子の配向方向とのなす角が±１０°以内となることをいう。このように、本明
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細書中、「沿っている」とは、２つの方向のなす角が±１０°以内となることをいう。
【００３１】
本発明の第１の形態及び第２の形態において、上記液晶セルの観察面側（表側）の偏光素
子の偏光透過軸方向は、液晶層における閾値電圧未満での液晶分子の配向方向と平行であ
ることが好ましい。「平行」とは、本明細書中、本発明の技術分野において基板主面を平
面視したときに平行といえるものであればよく、実質的な平行を含む。
【００３２】
本発明の第３の形態は、一対の基板と、該一対の基板間に挟持された液晶層とを含んで構
成される液晶セルを備える液晶表示装置であって、上記一対の基板の少なくとも一方は、
液晶層側から順に、ポリマー層、光配向膜、及び、電極を有し、上記光配向膜は、液晶分
子を該光配向膜面に対して水平に配向させるものであり、上記ポリマー層は、モノマーを
重合させて形成されたものであり、上記液晶表示装置は、更に、液晶セルの観察面側に偏
光素子を有し、上記偏光素子の偏光透過軸方向は、液晶層における閾値電圧未満での液晶
分子の配向方向と交差し、上記光配向膜を構成する材料は、該光配向膜に照射される偏光
により、該光配向膜に照射される偏光の偏光方向に対して沿っている方向に液晶分子を配
向させる材料を含む液晶表示装置である。
【００３３】
本発明の第３の形態においては、上記光配向膜を構成する材料は、光配向膜に照射される
偏光により、該光配向膜に照射される偏光の偏光方向に対して沿っている方向に液晶分子
を配向させる材料を含むものであればよく、それ以外は、具体的な化合物としては相違す
るものの、好適な特徴としては、本発明の第１の形態において上述した好適な特徴と同様
である。例えば、本発明の第３の形態においても、上記光配向膜を構成する材料（光配向
膜）は、光異性基を有し、該光異性基は、例えば、シンナメート基、アゾ基、カルコン基
、及び、スチルベン基からなる群より選択される少なくとも１種を含むことが好ましい。
【００３４】
本発明の第４の形態は、一対の基板と、該一対の基板間に挟持された液晶層とを含んで構
成される液晶セルを備える液晶表示装置であって、上記一対の基板の少なくとも一方は、
液晶層側から順に、ポリマー層、光配向膜、及び、電極を有し、上記光配向膜は、液晶分
子を該光配向膜面に対して水平に配向させるものであり、上記ポリマー層は、モノマーを
重合させて形成されたものであり、上記液晶表示装置は、更に、液晶セルの観察面側に偏
光素子を有し、上記偏光素子の偏光透過軸方向は、液晶層における閾値電圧未満での液晶
分子の配向方向と交差し、上記光配向膜を構成する材料は、下記一般式（３）；
【００３５】
【化３】

【００３６】
（式中、Ｚは、ポリビニル単量体単位、ポリアミック酸単量体単位、ポリアミド単量体単
位、ポリイミド単量体単位、ポリマレイミド単量体単位、又は、ポリシロキサン単量体単
位を表す。Ｒ１は、単結合又は二価の有機基を表す。Ｒ２は、水素原子又は一価の有機基
を表す。ｎは、２以上の整数である。より好ましくは、８以上である。）で示される分子
構造（繰り返し単位）を有する重合体を含む液晶表示装置である。上記重合体は、本発明
の効果を発揮できる限り、上記一般式（３）で表される繰り返し単位と、これ以外からな
る単位との共重合体であってもよいが、上記一般式（３）で表される繰り返し単位を全単
量体単位中２５モル％以上含むことが好ましい。
【００３７】
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上記Ｚは、炭素数２～８のポリビニル単量体単位を表すことが特に好ましい。上記Ｒ１は
、例えば、アルキレン基、エーテル基、及び、エステル基からなる群より選択される少な
くとも１種を含むことが好ましい。例えば、エステル及びエーテル基を含むもの等が好ま
しい。上記Ｒ１は、炭素数が２以上であることがより好ましい。また、炭素数が８以下で
あることがより好ましい。上記Ｒ２における一価の有機基は、アルキル基、フッ素原子、
エーテル基、及び、エステル基からなる群より選択される少なくとも１種を含むことが好
ましい。上記アルキル基は、フッ素原子等に置換されていてもよい。また、アルキル基の
炭素数が８以下であることが好ましい。上記Ｒ２は、特に好ましくは、メチル基である。
上記ｎは、２４以下であることが好ましい。具体的には、上記光配向膜を構成する材料は
、下記一般式（４）；
【００３８】
【化４】

【００３９】
（式中、ｎは、２以上の整数である。より好ましくは、８以上である。）で示される分子
構造（繰り返し単位）を有する重合体を含むことが特に好ましい。
【００４０】
本発明の第３の形態及び第４の形態において、上記光配向膜を構成する材料は、該光配向
膜に照射される偏光により、該光配向膜に照射される偏光の偏光方向に対して平行である
方向に液晶分子を配向させる材料を含むことが好ましい。なお、本発明の第４の形態にお
ける上記重合体は、光配向膜に照射される偏光により、該光配向膜に照射される偏光の偏
光方向に対して平行な方向に液晶分子を配向させるのに好適な材料を具体的に特定したも
のである。
【００４１】
また本発明の第３の形態及び第４の形態において、上記偏光素子の偏光透過軸方向は、液
晶層における閾値電圧未満での液晶分子の配向方向と直交することが好ましい。
【００４２】
なお、図１７は、本発明の第１の形態及び第２の形態における光配向露光の偏光方向と液
晶配向方向との関係を示す模式図である。図１８は、本発明の第１の形態及び第２の形態
における表偏光板の偏光透過軸方向と液晶配向方向との関係を示す模式図である。図１９
は、本発明の第３の形態及び第４の形態における光配向露光の偏光方向と液晶配向方向と
の関係を示す模式図である。図２０は、本発明の第３の形態及び第４の形態における表偏
光板の偏光透過軸方向と液晶配向方向との関係を示す模式図である。光配向露光の偏光方
向は、例えば、照射するＵＶ（紫外線）の偏光方向をいう。配向膜の性質によって、照射
するＵＶの偏光方向に対して液晶の配向方向は直交にも平行にもなるが、本発明の第１の
形態及び第２の形態の場合も、本発明の第３の形態及び第４の形態の場合も、表偏光板（
観察者側偏光板）の偏光透過軸方向と照射するＵＶの偏光方向とが交差する構成で一致し
ている。そして、液晶配向が外光で乱れてしまう点（耐光性の観点）では両者とも厳しい
構成であるが、光配向膜上にポリマー層を設けて耐光性の向上を図っている点で、少なく
とも発明が有する技術上の意義が共通若しくは密接に関連していて、同一の又は対応する
特別な技術的特徴を有しているといえる。
【００４３】
以下、本発明の第１の形態～第４の形態に共通する特徴及びこれらの好ましい特徴につい
て、詳述する。すなわち、以下の特徴は、上述した本発明の第１の形態～第４の形態のい
ずれにも好適に適用することができる。



(12) JP WO2013/024749 A1 2013.2.21

10

20

30

40

50

【００４４】
上記一対の基板の少なくとも一方は、液晶層側から順に、ポリマー層、光配向膜、及び、
電極を有する。なお、上記一対の基板の他方が、液晶層側から順に、ポリマー層及び光配
向膜を有することが好ましい。
【００４５】
ポリマー層の形成により、耐光性に劣る光配向膜を形成した場合でも、本発明における光
配向膜の配向が固定されるため、製造工程後、液晶層に表側から太陽光等の紫外線等が入
射することを防ぐ必要がなくなり、液晶表示装置の安定性を向上させることができる。ま
た、光配向のための光照射エネルギーを最小限に留めることができるため、光配向のため
の光照射装置の台数削減、生産効率の向上等、製造工程の選択の幅が広がる。また、本発
明により配向の安定化が図られるため、画素設計、偏光板素子の設計の自由度も広がる。
加えて、光配向の光波長は一般的に短波長であるところ、本発明により光配向のための光
照射エネルギーを最小限に留めることができるため、カラーフィルタなど液晶パネルを構
成する有機材料の光劣化を最小限に抑制することができる。光配向膜によって液晶分子に
付与されるプレチルト角の大きさは、光の種類、光の照射時間、光の照射強度、光官能基
の種類等により調節することができる。
【００４６】
上記ポリマー層は、上記液晶層中に添加したモノマーを重合して形成されたものであるこ
とが好ましい。上記ポリマー層は、光配向膜を構成する材料と混合したモノマーを用いて
重合して形成されたものであるか、及び／又は、光配向膜上に塗布したモノマーを用いて
重合して形成されたものであることもまた好ましい。
上記ポリマー層は、通常、近接する液晶分子を配向制御するものである。上記モノマーの
重合性官能基は、アクリレート基、メタクリレート基、ビニル基、ビニロキシ基、及び、
エポキシ基からなる群より選択される少なくとも１種を含むことが好ましい。また、上記
モノマーは、光の照射によって重合反応（光重合）を開始するモノマー、又は、加熱によ
って重合反応（熱重合）を開始するモノマーであることが好ましい。すなわち、上記ポリ
マー層は、光重合によって形成される、又は、熱重合によって形成されることが好ましい
。中でも、上記ポリマー層は、光重合によって形成されたもの（ＰＳ層）であることが好
ましい。これにより、常温でかつ容易に重合反応を開始することができる。光重合に用い
られる光は、紫外線、可視光線、又は、これらの両方であることが好ましい。
【００４７】
本発明においてＰＳ層を形成するための重合反応は特に限定されず、二官能性の単量体が
新しい結合をつくりながら段階的に高分子量化する「逐次重合」、少量の触媒（開始剤）
から生じた活性種に単量体が次々に結合し、連鎖的に成長する「連鎖重合」のいずれもが
含まれる。上記逐次重合としては、重縮合、重付加等が挙げられる。上記連鎖重合として
は、ラジカル重合、イオン重合（アニオン重合、カチオン重合等）等が挙げられる。
【００４８】
上記ポリマー層は、光配向膜上に形成されることで、配向膜の配向規制力を向上させるこ
とができる。その結果、表示の焼き付きの発生を大きく低減し、表示品位を大きく改善す
ることができる。また、液晶層に対して閾値以上の電圧を印加し、液晶分子がプレチルト
配向している状態でモノマーを重合させ、ポリマー層を形成した場合には、上記ポリマー
層は液晶分子に対してプレチルト配向させる構造を有することになる。
【００４９】
上記光配向膜は、液晶分子を基板主面（光配向膜面）に対して水平に配向させるものであ
るが、本発明の技術分野において水平配向膜と言えるものであればよく、液晶分子を略水
平に配向させるものであればよい。また、閾値電圧未満で、近接する液晶分子をこのよう
に配向させるものであればよい。このような光配向は、配向膜に偏光を照射することによ
って実現することができる。
【００５０】
上記一対の基板の両方がそれぞれの液晶層側に光配向膜を有していることが好ましい。配
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向処理を施す場合の配向処理の手段は、光配向処理である。光配向処理により、優れた視
角特性を得ることができる。
【００５１】
上記光配向膜は、通常は光活性材料から形成されたものである。光活性材料を用いること
で、例えば、モノマーに対して光重合を行う際に配向膜成分が励起してモノマーに対して
励起エネルギーやラジカルの移動が起こるため、ＰＳ層形成の反応性を向上させることが
できる。また、一定条件の光を照射することによって配向特性を付与する光配向処理を施
すことができる。光活性材料に光照射がなされたときの配向膜からモノマーへの励起エネ
ルギーの受け渡しは、垂直配向膜よりも水平配向膜において効率的に行われるため、上記
光配向膜は、より安定したポリマー層を形成することができる。
【００５２】
上記光配向膜は、偏光が照射されて光配向処理がなされたものであることが好ましい。よ
り好ましくは、上記液晶セルの外側から偏光紫外線が照射されて光配向処理された光配向
膜である。この場合、上記ポリマー層が光重合によって形成されるときには、光配向膜及
びポリマー層は同じ光を用いて同時に形成されたものであることが好ましい。これにより
、製造効率の高い液晶表示装置が得られる。
【００５３】
上記電極は、透明電極であることが好ましい。本発明における電極材料としては、アルミ
ニウム等の遮光性の材料、及び、インジウム酸化スズ（ＩＴＯ）、インジウム酸化亜鉛（
ＩＺＯ）等の透光性の材料のいずれを用いることもできるが、例えば、一対の基板の一方
がカラーフィルタを有する場合、モノマーを重合させるために行う紫外線の照射はカラー
フィルタを有しない他方の基板側から行われる必要があり、このような場合に上記電極が
透明電極であればモノマーの重合を効率的に行うことができる。
【００５４】
上記液晶層の配向型は、特に限られないが、水平配向膜に適用できる配向型が好ましく、
例えば、ＩＰＳ（In-plane Switching）型、ＦＦＳ（Fringe Field Switching）型、ＦＬ
Ｃ（Ferroelectrics Liquid Crystal）型、又は、ＡＦＬＣ（Anti-Ferroelectrics Liqui
d Crystal）型であることが好適である。このように、水平光配向膜を好適に適用できる
ものが本発明の効果を発揮するうえで望ましい。より好ましくは、ＩＰＳ型又はＦＦＳ型
である。これにより、本発明の効果を充分に発揮することができる。より好ましくは、上
記液晶層の配向型は、ＩＰＳ型又はＦＦＳ型である。
【００５５】
例えば、ＦＦＳ型が好ましい。ＦＦＳ型は、櫛歯電極のほかに平板状の電極（ベタ電極）
を有するので、例えば、大型基板を保持するための静電チャックを用いて基板の貼り合わ
せを行うような場合には、上記平板状の電極を液晶層に対して印加される高電圧を防ぐ遮
蔽壁として利用することができるので、製造工程の効率化に特に優れている。
【００５６】
本発明における一対の基板は、液晶層を挟持するための基板であり、例えば、ガラス、樹
脂等の絶縁基板を母体とし、上記絶縁基板上に配線、電極、カラーフィルタ等を作り込む
ことで形成される。
【００５７】
また本発明の１つの側面は、一対の基板と、該一対の基板間に挟持された液晶層とを含ん
で構成される液晶セルを備える液晶表示装置であって、上記一対の基板の少なくとも一方
は、液晶層側から順に、ポリマー層、光配向膜、及び、電極を有し、上記ポリマー層は、
光配向膜を構成する材料と混合したモノマーを用いて重合して形成されたものであるか、
及び／又は、光配向膜上に塗布したモノマーを用いて重合して形成されたものである液晶
表示装置でもある。
【００５８】
本発明の１つの側面に係る液晶表示装置の構成と、上述した本発明の第１の形態～第４の
形態、及び、第１の形態～第４の形態の好ましい構成とを組み合わせることが好ましい。
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例えば、本発明の１つの側面に係る液晶表示装置において、上記光配向膜は、液晶分子を
該光配向膜面に対して水平に配向させるものであり、上記液晶表示装置は、更に、液晶セ
ルの観察面側に偏光素子を有し、上記偏光素子の偏光透過軸方向は、液晶層における閾値
電圧未満での液晶分子の配向方向に沿っており、上記光配向膜を構成する材料は、該光配
向膜に照射される偏光により、該光配向膜に照射される偏光の偏光方向に対して交差する
方向に液晶分子を配向させる材料を含むことが好ましい。
【００５９】
また本発明の１つの側面に係る液晶表示装置において、上記光配向膜は、液晶分子を該光
配向膜面に対して水平に配向させるものであり、上記液晶表示装置は、更に、液晶セルの
観察面側に偏光素子を有し、上記偏光素子の偏光透過軸方向は、液晶層における閾値電圧
未満での液晶分子の配向方向に沿っており、上記光配向膜を構成する材料は、上記一般式
（１）（式中、Ｚは、ポリビニル単量体単位、ポリアミック酸単量体単位、ポリアミド単
量体単位、ポリイミド単量体単位、ポリマレイミド単量体単位、又は、ポリシロキサン単
量体単位を表す。Ｒ１は、単結合又は二価の有機基を表す。Ｒ２は、水素原子、フッ素原
子、又は、一価の有機基を表す。ｎは、２以上の整数である。より好ましくは、８以上で
ある。）で示される分子構造（繰り返し単位）を有する重合体を含むことが好ましい。
【００６０】
更に、本発明の１つの側面に係る液晶表示装置において、上記光配向膜は、液晶分子を該
光配向膜面に対して水平に配向させるものであり、上記液晶表示装置は、更に、液晶セル
の観察面側に偏光素子を有し、上記偏光素子の偏光透過軸方向は、液晶層における閾値電
圧未満での液晶分子の配向方向と交差し、上記光配向膜を構成する材料は、該光配向膜に
照射される偏光により、該光配向膜に照射される偏光の偏光方向に対して沿っている方向
に液晶分子を配向させる材料を含むことが好ましい。
【００６１】
そして、本発明の１つの側面に係る液晶表示装置において、上記光配向膜は、液晶分子を
該光配向膜面に対して水平に配向させるものであり、上記液晶表示装置は、更に、液晶セ
ルの観察面側に偏光素子を有し、上記偏光素子の偏光透過軸方向は、液晶層における閾値
電圧未満での液晶分子の配向方向と交差し、上記光配向膜を構成する材料は、上記一般式
（３）（式中、Ｚは、ポリビニル単量体単位、ポリアミック酸単量体単位、ポリアミド単
量体単位、ポリイミド単量体単位、ポリマレイミド単量体単位、又は、ポリシロキサン単
量体単位を表す。Ｒ１は、単結合又は二価の有機基を表す。Ｒ２は、水素原子又は一価の
有機基を表す。ｎは、２以上の整数である。より好ましくは、８以上である。）で示され
る分子構造（繰り返し単位）を有する重合体を含むことが好ましい。
【００６２】
本発明の液晶表示装置の構成としては、このような構成要素を必須として形成されるもの
である限り、その他の構成要素により特に限定されるものではなく、液晶表示装置に通常
用いられるその他の構成（例えば、光源等）を適宜適用することができる。
【００６３】
上述した各形態は、本発明の要旨を逸脱しない範囲において適宜組み合わされてもよい。
【発明の効果】
【００６４】
本発明によれば、光配向膜上に設けられたポリマー層によって耐光性があり、液晶の配向
が安定化され、表示品位に優れる液晶表示装置を得ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００６５】
【図１】実施形態１に係る液晶表示装置の閾値電圧未満での斜視模式図である。
【図２】実施形態１に係る液晶表示装置の断面模式図である。
【図３】実施形態１に係る液晶表示装置の照射偏光方向、櫛歯電極及び液晶配向方向を示
す平面模式図である。
【図４】実施形態１において正の誘電率異方性をもつ液晶材料を適用した場合の液晶表示
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装置の照射偏光方向、櫛歯電極及び液晶配向方向を示す平面模式図である。
【図５】実施形態１の変形例に係る液晶表示装置の閾値電圧未満での斜視模式図である。
【図６】実施形態１の変形例に係る液晶表示装置の照射偏光方向、櫛歯電極及び液晶配向
方向を示す平面模式図である。
【図７】実施形態１の変形例において正の誘電率異方性をもつ液晶材料を適用した場合の
液晶表示装置の照射偏光方向、櫛歯電極及び液晶配向方向を示す平面模式図である。
【図８】実施形態３に係る液晶表示装置の断面模式図である。
【図９】実施形態３に係る液晶表示装置の絵素平面模式図である。
【図１０】比較例１に係る液晶表示装置の断面模式図である。
【図１１】本発明者らが光配向処理を行って作製したＩＰＳモードの液晶セルの焼き付き
の様子を示す模式図である。
【図１２】本発明者らが光配向処理を導入し、かつＰＳ工程を採用して作製したＩＰＳモ
ードの液晶セルの焼き付きの様子を示す模式図である。
【図１３】光不活性な材料から形成された配向膜でＰＳ工程を行ったときの重合性モノマ
ーの重合の様子を示す模式図である。
【図１４】光活性をもつ材料から形成された配向膜とＰＳ工程とを組み合わせたときの重
合性モノマーの重合の様子を示す模式図である。
【図１５】垂直配向膜に対して重合性モノマーを重合させるときの様子を示す模式図であ
る。
【図１６】水平配向膜に対して重合性モノマーを重合させるときの様子を示す模式図であ
る。
【図１７】本発明の第１の形態及び第２の形態における光配向露光の偏光方向と液晶配向
方向との関係を示す模式図である。
【図１８】本発明の第１の形態及び第２の形態における表偏光板の偏光透過軸方向と液晶
配向方向との関係を示す模式図である。
【図１９】本発明の第３の形態及び第４の形態における光配向露光の偏光方向と液晶配向
方向との関係を示す模式図である。
【図２０】本発明の第３の形態及び第４の形態における表偏光板の偏光透過軸方向と液晶
配向方向との関係を示す模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００６６】
以下に実施形態を掲げ、本発明について図面を参照して更に詳細に説明するが、本発明は
これらの実施形態のみに限定されるものではない。なお、本明細書中、面状電極とは、通
常、配向規制構造体を有さない平板状のものをいう。また、各実施形態において、特に明
示しない限り、同様の機能を発揮する部材及び部分は百の位を変更したり「′」を付した
りした以外は同じ符号を付している。また、本願明細書における「以上」、「以下」は、
当該数値を含むものである。すなわち、「以上」とは、不少（当該数値及び当該数値以上
）を意味するものである。
【００６７】
（実施形態１）
実施形態１は、表側（観察面側）の偏光板の偏光透過軸方向と液晶配向方向（初期配向）
とが平行である液晶表示装置に係るものである。表示モードは、ＩＰＳモードを採用した
。図１は、実施形態１に係る液晶表示装置の閾値電圧未満での斜視模式図である。実施形
態１に係る液晶表示装置においては、アレイ基板１０、液晶層３０及びカラーフィルタ基
板２０が、液晶表示装置の背面側から観察面側に向かってこの順に積層されて液晶セルが
構成されている。アレイ基板１０の背面側、及び、カラーフィルタ基板２０の観察面側に
は、それぞれ裏側偏光板１８、表側偏光板２８が備え付けられている。
【００６８】
図１では、表側偏光板２８の偏光透過軸方向を横方向の線で示している。なお、裏側偏光
板１８の偏光透過軸方向も同様に線で示しており、後述する図面の偏光板についても同様
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に示す。図１に示されるように、表側偏光板２８の偏光透過軸方向が、閾値電圧未満での
液晶分子３２の配向方向（液晶長軸方向）に平行になるように配置されている。また、表
側偏光板２８の偏光透過軸方向と裏側（観察面側と反対側）偏光板１８の偏光透過軸方向
とが直交するように各偏光板が配置されている。実施形態１においては、表側偏光板２８
、裏側偏光板１８は、それぞれ直線偏光板であるが、偏光素子として更に広視野角化のた
めの位相差板が配置されてもよい。なお、図１において、液晶分子３２を模式的に表す楕
円の長軸方向が、棒状液晶分子の長軸方向を示す。後述する図面についても同様である。
【００６９】
以下、実施形態１に係る液晶表示装置について詳述する。図２は、実施形態１に係る液晶
表示装置の断面模式図である。アレイ基板１０は、ガラス等を材料とする絶縁性の透明基
板１１を有し、更に、透明基板１１上に形成された各種配線、画素電極１４ａ、共通電極
１４ｂ、ＴＦＴ素子等を備える。
【００７０】
ここで、ＴＦＴ素子の材料としては通常用いられるものであれば特に限定されないが、Ｉ
ＧＺＯ（インジウム－ガリウム－亜鉛－酸素）のような移動度の高い酸化物半導体をＴＦ
Ｔ素子に用いることは、アモルファスシリコンによるＴＦＴ素子よりも小さく形成できる
。したがって、高精細液晶ディスプレイに適しているので、最近注目されている技術であ
る。一方、このようなディスプレイにラビングプロセスを適用することは、ラビング布の
毛足密度に限界があるため、高精細画素内の均一なラビングが困難となり、表示品位の低
下が懸念される。この点において、均一配向に優れる光配向技術が、ＩＧＺＯのような酸
化物半導体の実用化に有用であると言える。
【００７１】
ただし、ＩＧＺＯのような酸化物半導体は、光配向の紫外線照射による半導体閾値特性の
シフトが他方で懸念される。この特性シフトは、画素のＴＦＴ素子特性の変化をもたらし
、表示品位へ影響を及ぼす。さらには、移動度の高い酸化物半導体により基板上に形成可
能となるモノリシックドライバー素子へも、より大きな影響を及ぼす。したがって、本発
明のような光配向に必要な短波長の紫外線照射量を最小限化できる技術は、特段にＩＧＺ
Ｏのような酸化物半導体の実用化に有用であると言える。すなわち、本発明に係る液晶表
示装置は、ＩＧＺＯを用いたＴＦＴ素子を用いる場合に特に好適である。
【００７２】
また、アレイ基板１０は、基板１１の液晶層３０側に光配向膜１６を備え、カラーフィル
タ基板２０もまた液晶層３０側に光配向膜２６を備える。光配向膜１６、２６は、ポリビ
ニル、ポリアミック酸、ポリアミド、ポリイミド、ポリマレイミド、ポリシロキサン等を
主成分とする膜であり、後述するように偏光が照射されたことにより光配向処理がなされ
ている。光配向膜を形成することで、液晶分子を一定方向に配向させることができる。
【００７３】
ＰＳ層１７、２７は、液晶材料と重合性モノマーとを含む液晶組成物をアレイ基板１０と
カラーフィルタ基板２０との間に注入し、液晶層３０に対して一定量の光の照射又は加熱
を行い、重合性モノマーを重合させることによって形成することができる。ＰＳ層１７、
２７は、光配向膜１６、２６のもつ配向規制力を向上させる。なお、このとき、液晶層３
０に対し、電圧無印加の状態、又は、閾値未満の電圧を印加した状態で重合を行うことで
、液晶分子の初期配向に沿った形状をもつＰＳ層１７、２７が形成されるので、より配向
安定性の高いＰＳ層１７、２７を得ることができる。なお、液晶組成物には、必要に応じ
て重合開始剤を添加してもよい。
【００７４】
カラーフィルタ基板２０は、ガラス等を材料とする絶縁性の透明基板２１、及び、透明基
板２１上に形成されたカラーフィルタ、ブラックマトリクス等を備える。例えば、実施形
態１のようにＩＰＳモードである場合には、アレイ基板１０にのみ電極が形成されるが、
他のモードである等の場合には、必要に応じて、アレイ基板１０及びカラーフィルタ基板
２０の両方に電極が形成される。
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【００７５】
実施形態１に係る液晶表示装置は、透過型の液晶表示装置に係るものであり、バックライ
トは、白色ＬＥＤを採用したが、反射型及び反射透過両用型のいずれかに係るものであっ
てもよい。反射透過両用型であっても、実施形態１の液晶表示装置は、バックライトを備
えている。バックライトは、液晶セルの背面側に配置され、アレイ基板１０、液晶層３０
及びカラーフィルタ基板２０の順に光が透過するように配置される。反射型又は反射透過
両用型であれば、アレイ基板１０は、外光を反射するための反射板を備える。
【００７６】
実施形態１に係る液晶表示装置は、カラーフィルタをアレイ基板１０に備えるカラーフィ
ルタオンアレイ（Color Filter On Array）の形態であってもよい。また、実施形態１に
係る液晶表示装置はモノクロディスプレイやフィールドシーケンシャルカラー方式であっ
てもよく、その場合、カラーフィルタが配置される必要はない。
【００７７】
液晶層３０には、一定電圧が印加されることで特定の方向に配向する特性をもつ液晶材料
が充填されている。液晶層３０内の液晶分子は、閾値以上の電圧の印加によってその配向
が制御されるものである。
【００７８】
実施形態１の液晶表示装置は、ＴＶ、デジタルサイネージ、医療用途、電子ブック、ＰＣ
（パーソナルコンピュータ）、携帯端末等に好適に用いることができる。後述する実施形
態についても同様である。
【００７９】
実施形態１に係る液晶表示装置を分解し、ガスクロマトグラフ質量分析法（ＧＣ－ＭＳ：
Gas Chromatograph Mass Spectrometry）、飛行時間質量分析法（ＴＯＦ－ＳＩＭＳ：Tim
e-of-Flight Secondary Ion Mass Spectrometry）等を用いた化学分析を行うことにより
、配向膜の成分の解析、ＰＳ層中に存在するモノマーの成分の解析等を行うことができる
。また、ＳＴＥＭ（Scanning Transmission Electron Microscope：走査型透過電子顕微
鏡）、ＳＥＭ（Scanning Electron Microscope：走査型電子顕微鏡）等の顕微鏡観察によ
り、光配向膜、ＰＳ層を含む液晶セルの断面形状を確認することができる。
【００８０】
以下、実施形態１に係る液晶表示装置が備える液晶セルを実際に作製した例を示す。
【００８１】
（実施例１）
透明電極である一対の櫛歯電極を表面に備えるガラス基板（櫛歯電極基板）と、素ガラス
基板（対向基板）とを用意し、水平配向膜の材料となるポリビニルシンナメート溶液をそ
れぞれの基板上にスピンコート法により塗布した。ガラス基板のガラスは＃１７３７（コ
ーニング社製）を用いた。
【００８２】
図３は、実施形態１に係る液晶表示装置の照射偏光方向、櫛歯電極及び液晶配向方向を示
す平面模式図である。一対の櫛歯電極は、図３のように、画素電極１４ａと共通電極１４
ｂとが互いに略平行に延伸され、かつそれぞれがジグザグに形成されている。これにより
、電場印加時の電場ベクトルが電極の長さ方向に対して略直交するため、マルチドメイン
構造が形成され、良好な視野角特性を得ることができる。櫛歯電極の材料としては、ＩＺ
Ｏ（Indium Zinc Oxide：インジウム酸化亜鉛）を用いたが、例えばＩＴＯ（Indium Tin 
Oxide：インジウム酸化スズ）も好適に用いることができる。ポリビニルシンナメート溶
液は、Ｎ－メチル－２－ピロリドンとエチレングリコールモノブチルエーテルを当量で混
合した溶媒に、ポリビニルシンナメートが３重量％となるように溶かして調製した。
【００８３】
スピンコート法により塗布後、９０℃で１分間仮乾燥を行い、続いて窒素パージしながら
２００℃で６０分間焼成を行った。焼成後の配向膜の膜厚は１００ｎｍであった。
【００８４】
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次に、各基板の表面に対し、光配向処理として直線偏光紫外線を、波長３１３ｎｍにおい
て５Ｊ／ｃｍ２となるように、それぞれの基板の法線方向から照射した。図３の両矢印は
、配向処理における偏光紫外線の偏光方向（負の誘電率異方性をもつネガ型液晶分子３２
ｎ〔Δε＜０〕を用いる場合）を示す。図３に示されるように、偏光紫外線の偏光方向は
、電圧無印加時での液晶配向方向と直交である。実施形態１における水平配向膜の材料は
、下記式（２）；
【００８５】
【化５】

【００８６】
（式中、ｎは、２以上の整数である。より好ましくは、８以上である。）で示される分子
構造（繰り返し単位）を有する重合体を含むものであるため、このように光配向膜に照射
される偏光により、該光配向膜に照射される偏光の偏光方向に対して直交である方向に液
晶分子を配向させることとなる。ここで、上記繰り返し単位を全単量体中２５モル％以上
有するものであれば、本発明の効果を発揮することができる。実施形態１に係る液晶表示
装置の光配向膜は、ポリビニルシンナメートの光配向により実現するものである。なお、
ポリビニルシンナメートの代わりに、このように偏光を照射されることにより、光配向膜
に照射される偏光の偏光方向に対して直交である方向に液晶分子を配向させることとなる
光配向膜材料を用いることができ、例えば、特に限定されないが、上述した一般式（１）
で表される光配向膜材料、カルコン基、スチルベン基、クマリン基、アゾ基等を有する光
配向膜材料等を適宜用いることができ、実施形態１と同様の配向安定化する効果を発揮す
ることができる。中でも、光異性基であるシンナメート基、カルコン基、スチルベン基、
アゾ基等を有する光配向膜材料が好ましい。
【００８７】
なお、図３のように、このときの櫛歯電極の長さ方向と偏光方向とのなす角は±１５°と
した。
【００８８】
次に、櫛歯電極基板上に、スクリーン版を使用して熱硬化性シール（ＨＣ１４１３ＥＰ：
三井化学社製）を印刷した。更に、液晶層の厚みを３．５μｍとするために対向基板上に
３．５μｍ径のビーズ（ＳＰ－２０３５：積水化学社製）を散布した。そして、この二種
類の基板を、照射した紫外線の偏光方向が各基板で一致するように配置を調整し、これら
を貼り合わせた。
【００８９】
次に、貼り合わせた基板を０．５ｋｇｆ／ｃｍ２の圧力で加圧しながら、窒素パージした
炉内で２００℃、６０分間加熱し、シールを硬化させた。
【００９０】
液晶材料としては、負の誘電率異方性を有するネガ型液晶を用い、モノマーとしては、ビ
フェニル－４，４′－ジイル　ビス（２－メチルアクリレート）を用いた。なお、ビフェ
ニル－４，４′－ジイルビス（２－メチルアクリレート）は、液晶組成物全体の１重量％
となるように添加した。
【００９１】
液晶組成物を注入したセルの注入口は、紫外線硬化樹脂（ＴＢ３０２６Ｅ：スリーボンド
社製）でふさぎ、紫外線を照射することで封止した。封止の際に照射した紫外線は３６５
ｎｍであり、画素部は遮光して紫外線の影響を極力取り除くようにした。また、このとき
、液晶配向が外場によって乱されないように、電極間を短絡し、ガラス基板の表面にも除
電処理を行った。
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【００９２】
次に、液晶分子の流動配向を消すために、液晶セルを１３０℃で４０分加熱し、液晶分子
を等方相にする再配向処理を行った。これにより、配向膜へ照射した紫外線の偏光方向に
垂直な方向で、かつ基板面内に一軸配向した液晶セルが得られた。
【００９３】
次に、この液晶セルをＰＳ処理するために、ブラックライト（ＦＨＦ３２ＢＬＢ：東芝社
製）で２Ｊ／ｃｍ２の紫外線を照射した。これにより、ビフェニル－４，４′－ジイル　
ビス（２－メチルアクリレート）の重合が進行する。
【００９４】
実施例１でのＰＳ処理の反応系（アクリレートラジカル生成の経路）は、以下のとおりで
ある。
モノマーであるビフェニル－４，４′－ジイル　ビス（２－メチルアクリレート）は、紫
外線の照射によって励起し、ラジカルを形成する。一方、光配向膜材料であるポリビニル
シンナメートもまた、紫外線の照射によって励起される。励起したポリビニルシンナメー
トからのエネルギー移動によりモノマーであるビフェニル－４，４′－ジイル　ビス（２
－メチルアクリレート）は励起し、ラジカルを形成する。
【００９５】
ＰＳ工程の反応性が向上する理由としては、下記の理由が考えられる。モノマーであるビ
フェニル－４，４′－ジイル　ビス（２－メチルアクリレート）が紫外線でポリマー化す
るプロセスにおいては、ラジカル等の中間体が重要な役割を果たすと考えられる。中間体
は紫外線によって発生するが、モノマーは液晶組成物中にわずかしか存在せず、モノマー
が単独で励起する経路のみでは重合効率が充分ではない。当該経路のみでＰＳ化される場
合は、液晶バルク中で励起状態のモノマー中間体同士が近接する必要があるため、そもそ
もの重合確率が低く、また、重合を開始したモノマー中間体が重合反応後に配向膜界面近
くに移動する必要があるため、ＰＳ化の速度は遅いと考えられる。
【００９６】
しかし光配向膜が存在する場合、本実施例におけるポリビニルシンナメートのように、光
官能基として二重結合を多く含むため、紫外線によって光官能基が励起されやすく、液晶
中のモノマーと励起エネルギーの授受が行われていると考えられる。しかもこのエネルギ
ー授受は、配向膜界面近辺で行われることになるため、配向膜界面近辺でのモノマーの中
間体の存在確率が大きく上昇し、重合確率とＰＳ化速度が格段に上昇する。
【００９７】
また、光配向膜は、光照射によって光活性部位の電子が励起される。加えて水平配向膜の
場合、光活性部位が液晶層と直接相互作用して液晶を配向させるために、光活性部位と重
合性モノマーとの分子間距離が垂直配向膜に比べて短く、励起エネルギーの受け渡しの確
率が飛躍的に増大する。垂直配向膜の場合、光活性部位と重合性モノマーの間に必ず疎水
基が存在するために分子間距離が長くなり、エネルギー移動が起こりにくい。従ってＰＳ
プロセスは水平配向膜に特に好適であるといえる。
【００９８】
以上の方法により作製したＰＳ処理を行った光配向ＩＰＳセル（実施例１の液晶セル）内
の液晶分子の配向を偏光顕微鏡で観察したところ、ＰＳ処理前と同様、良好に一軸配向し
ていた。更に、閾値以上の電界を印加して液晶を応答させたところ、ジグザグの櫛歯電極
に沿って液晶は配向しており、マルチドメイン構造によって良好な視野角特性が得られた
。
【００９９】
そして、このような実施例１に係る液晶表示装置は、後述する比較例１との比較から、太
陽光等に対する耐光性を向上し、液晶の配向を安定化でき、表示品位を優れたものとする
ことができることが分かった。
【０１００】
また、実施形態１において、正の誘電率異方性をもつ液晶材料〔Δε＞０〕を適用するこ
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とができる。この場合、上述した負の誘電率異方性をもつ液晶材料を用いた実施形態１に
おいて、光配向処理の偏光方向及び表側偏光板の偏光透過軸方向の両方を９０度回転させ
る必要がある。その他の構成は、負の誘電率異方性をもつ液晶材料を用いた実施形態１の
構成と同様である。
【０１０１】
図４は、実施形態１において正の誘電率異方性をもつ液晶材料（正の誘電率異方性をもつ
液晶分子３２ｐ）を適用した場合の液晶表示装置の照射偏光方向、櫛歯電極及び液晶配向
方向を示す平面模式図である。ここで、液晶表示装置における閾値電圧未満での液晶分子
長軸方向と電極方向との向きの関係について説明すると、特にＩＰＳ型やＦＦＳ型の場合
は、液晶の誘電率異方性（正又は負）が、当該液晶分子長軸方向と電極方向との向きの関
係を決める。上記誘電率異方性が正の場合は、閾値電圧未満での液晶分子長軸方向が電極
方向に平行（電界方向に垂直）になり、上記誘電率異方性が負の場合は、閾値電圧未満で
の液晶分子長軸方向が電極方向に垂直（電界方向に平行）になる。この理由は、閾値電圧
以上における電界方向に液晶分子の誘電率の大きい軸が向こうとするからである。ここで
、閾値電圧未満での液晶分子長軸方向を完全に電極方向に平行又は垂直にしてしまうと、
閾値電圧以上の電圧を印加したときに液晶分子が一方向に整然と揃って回転せず、配向不
良（表示不良）を発生させてしまうおそれがある。これを排除するために、１～１５°程
度、あらかじめ、ずらしておくことが本発明における好ましい形態の一つである。これは
、ＴＮ型の液晶表示パネル等にプレチルト角を与える理屈と同様である。
【０１０２】
なお、液晶の誘電率異方性Δεは、以下の式で表される。
Δε＝ε（平行）－ε（垂直）
上記式中、ε（平行）は、液晶長軸方向の誘電率を表し、ε（垂直）は、液晶短軸方向の
誘電率を表す。
【０１０３】
（実施形態１の変形例）
図５は、実施形態１の変形例に係る液晶表示装置の閾値電圧未満での斜視模式図である。
実施形態１の変形例では、図５に示されるように、偏光素子の偏光透過軸方向が、液晶配
向方向と直交する。
図６は、実施形態１の変形例に係る液晶表示装置の照射偏光方向、櫛歯電極及び液晶配向
方向を示す平面模式図である。図６では、負の誘電率異方性をもつ液晶材料（Δε＜０）
を適用した場合を示している。実施形態１の変形例では、図６に示されるように、光配向
膜を構成する材料が、光配向膜に照射される偏光により、光配向膜に照射される偏光の偏
光方向に対して平行である方向に液晶分子を配向させる。なお、光配向処理として櫛歯電
極の長さ方向と偏光紫外線の偏光方向とのなす角を±７５°としている。実施形態１の変
形例では、光配向膜を構成する材料として、実施形態１におけるポリビニルシンナメート
の代わりに、光配向膜に照射される偏光により、光配向膜に照射される偏光の偏光方向に
対して平行である方向に液晶分子を配向させる材料を用いることができる。例えば、下記
式（４）；
【０１０４】
【化６】

【０１０５】
（式中、ｎは、２以上の整数である。より好ましくは、８以上である。）で示される分子
構造（繰り返し単位）を有する重合体であるポリ［メチル（ｐ－メタクリロイルオキシ）
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シンナメート］を好適に用いることができる。ここで、上記繰り返し単位を全単量体中２
５モル％以上有するものであれば、本発明の効果を発揮することができる。実施形態１の
変形例に係る液晶表示装置の光配向膜は、ポリ［メチル（ｐ－メタクリロイルオキシ）シ
ンナメート］の光配向により実現するものである。なお、ポリ［メチル（ｐ－メタクリロ
イルオキシ）シンナメート］の代わりに、このように偏光を照射されることにより、光配
向膜に照射される偏光の偏光方向に対して平行である方向に液晶分子を配向させることと
なる光配向膜材料を用いることができ、例えば、特に限定されないが、上述した一般式（
３）で表される光配向膜材料、カルコン基、スチルベン基、クマリン基、アゾ基等を有す
る光配向膜材料等を適宜用いることができ、実施形態１の変形例と同様の配向安定化する
効果を発揮することができる。中でも、光異性基であるシンナメート基、カルコン基、ス
チルベン基、アゾ基等を有する光配向膜材料が好ましい。
【０１０６】
実施形態１の変形例に係るその他の構成は、上述した実施形態１の構成と同様である。上
述した光配向膜上にＰＳ層を設けることにより、実施形態１と同様の効果を発揮すること
ができる。
なお、実施形態１及び実施形態１の変形例において用いたモノマーであるビフェニル－４
，４ ′－ジイル　ビス（２－メチルアクリレート）は、下記化学式（５）；
【０１０７】
【化７】

【０１０８】
で表される化合物である。
【０１０９】
実施形態１の変形例においても、正の誘電率異方性をもつ液晶材料（Δε＞０）を適用す
ることができる。正の誘電率異方性をもつ液晶材料を用いる場合は、負の誘電率異方性を
もつ液晶材料を用いた場合から、光配向処理の偏光方向及び表側偏光板の偏光透過軸方向
の両方を９０°回転させる必要がある。その他の正の誘電率異方性をもつ液晶材料を用い
た場合の構成は、負の誘電率異方性をもつ液晶材料を用いた場合の構成と同様である。
図７は、実施形態１の変形例において正の誘電率異方性をもつ液晶材料（Δε＞０）を適
用した場合の液晶表示装置の照射偏光方向、櫛歯電極及び液晶配向方向を示す平面模式図
である。実施形態１の変形例においても、閾値電圧未満の液晶分子長軸方向と電極方向と
の向きの関係、及び、配向不良（表示不良）を防止するために、閾値電圧未満での液晶分
子長軸方向を電極方向に完全に平行又は垂直である方向から１～１５°程度ずらしておく
ことが好ましいことは、上述した実施形態１と同様である。
上述した、実施形態１／実施形態１の変形例の系統（配向膜材料の性質）、液晶材料の正
／負の系統から、図３、図４、図６、及び、図７に示したように、合計４通りの構成が存
在する。
【０１１０】
（実施形態２）
実施形態２においては、液晶を後述するように好ましい形態に特定した以外は、実施形態
１と同様である。
【０１１１】
実施形態２の液晶表示装置が備える液晶層は、分子構造にベンゼン環等がもつ共役二重結
合以外の多重結合を含む液晶分子を含有する。これにより、ＰＳ化を促進することができ
、結果として、より液晶分子の配向を安定化することができる。上記液晶分子は、正の誘
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電率異方性を有するもの（ポジ型）及び負の誘電率異方性を有するもの（ネガ型）のいず
れであってもよい。なお、本実施形態において液晶分子は、ベンゼン環の共役二重結合以
外の多重結合を必須として有する限り、ベンゼン環等がもつ共役二重結合を有していても
よく、この結合が特に除外されるわけではない。また、本実施形態において液晶層に含ま
れる液晶分子は、複数種類の液晶分子を混ぜたものでもよい。信頼性の確保、応答速度の
向上、並びに、液晶相温度域、弾性定数、誘電率異方性及び屈折率異方性の調整のために
、液晶層に含有される液晶を複数の液晶分子の混合物とすることがある。
【０１１２】
上記液晶分子は、下記式（６－１）～（６－６）からなる群より選択される少なくとも一
つの分子構造を含むことが好ましい。特に好ましくは、下記式（６－４）を含む分子構造
である。
【０１１３】
【化８】

【０１１４】
また上記液晶分子は、例えば、２つの環構造及び該環構造に結合する基が直線的につなが
った構造を有することが好ましい。より詳しくは、例えば、ベンゼン環、シクロヘキシレ
ン及びシクロヘキセンのうち少なくとも１種の環構造２つが直接結合又は連結基によって
パラ位で連結された構造をコア部とし、置換基を有していてもよく、不飽和結合を有して
いてもよい炭素数１～３０の炭化水素基及びシアノ基のうち少なくとも１種が該コア部の
両側（パラ位）に結合した構造を有する液晶分子であることが好ましい。
【０１１５】
上記多重結合は、例えば、三重結合を含むことが好ましい。その場合には、三重結合は、
シアノ基に含まれていることが好ましい。例えば、下記化学式（７－１）；
【０１１６】

【化９－１】

【０１１７】
で表されるポジ型液晶４－シアノ－４′－ペンチルビフェニルが好ましい。また、下記化
学式（７－２）；
【０１１８】

【化９－２】

【０１１９】
で表される液晶分子もまた好ましい。上記化学式（７－２）で表される液晶分子は、共役
二重結合以外の多重結合として三重結合の他に二重結合も有することから、後述する二重
結合の有利点をも有することとなる。更に、三重結合がシアノ基に含まれているものでは
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ないが、下記化学式（７－３）；
【０１２０】
【化９－３】

【０１２１】
で表される液晶分子もまた好ましい。なお、上記化学式（７－３）中、Ｒ及びＲ′は、同
一又は異なって、置換基を有していてもよく、不飽和結合を有していてもよい炭素数１～
３０の炭化水素基を表す。
【０１２２】
液晶分子が多重結合を含む場合、ＰＳ化が更に促進される。その理由としては、下記の理
由が考えられる。実施例１のモノマーの励起中間体は、紫外線及び光配向膜からのエネル
ギー授受によって発生する。しかし、分子内に三重結合を含む液晶材料は、液晶分子自身
がラジカル等に励起されうる。また、上記紫外線及び光配向膜からのエネルギー授受を行
う反応系に加えて、例えば、紫外線及び液晶材料からのエネルギー授受によりモノマーの
励起中間体が発生するという生成経路でＰＳ化が促進されると考えられる。更に、励起さ
れた光配向膜から液晶分子にエネルギーが伝搬され、液晶分子が励起される経路も考えら
れる。すなわち、液晶分子が多重結合（例えば、三重結合等）を有することにより、多様
な経路でモノマーが励起されるため、ＰＳ化のさらなる促進に寄与する。
【０１２３】
また、多重結合は、二重結合を含むこともまた好ましい。二重結合は、例えば、エステル
基又はアルケニル基に含まれるものであることが好ましい。多重結合は、三重結合よりも
、二重結合の方が反応性に優れている。なお、また、液晶としては、下記化学式（８－１
）；
【０１２４】

【化１０－１】

【０１２５】
で表されるｔｒａｎｓ－４－プロピル－４′－ビニル－１，１′－シクロヘキサンもまた
特に好ましい。ｔｒａｎｓ－４－プロピル－４′－ビニル－１，１′－ビシクロヘキサン
は、４－シアノ－４′－ペンチルビフェニルよりも紫外線による励起効率が高く、かつ光
配向膜や液晶分子間のエネルギー授受の効率が高いといえる。二つの分子の反応性の違い
は、分子内にシアノ基の三重結合を含むかアルケニル基を含むかの違いである。換言すれ
ば、二重結合は三重結合に対して反応効率が高いといえる。同様に、下記化学式（８－２
）；
【０１２６】

【化１０－２】
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【０１２７】
で表される液晶分子もまた好ましい。更に、二重結合がエステル基に含まれるものとして
、例えば、下記化学式（８－３）；
【０１２８】
【化１０－３】

【０１２９】
で表される液晶分子もまた好ましい。なお、上記化学式（８－３）中、Ｒ及びＲ′は、同
一又は異なって、置換基を有していてもよく、不飽和結合を有していてもよい炭素数１～
３０の炭化水素基を表す。そして、下記化学式（８－４）；
【０１３０】

【化１０－４】

【０１３１】
で表される液晶分子もまた好ましい。
液晶層を上記したようなものに特定することにより、ＰＳ層を付加した液晶表示装置にお
いて、より配向安定性が増強された。
【０１３２】
（実施形態３）
実施形態３は、ＦＦＳモードの液晶表示装置に係る。図８は、実施形態３に係る液晶表示
装置の断面模式図である。アレイ基板１１０は、ガラス等を材料とする絶縁性の透明基板
１１１を有し、更に、透明基板１１１上に面状電極１１４ｂが設けられている。面状電極
１１４ｂ上には、絶縁膜１１２が設けられている。絶縁膜１１２上には、各種配線、櫛歯
電極１１４ａ、ＴＦＴ等を備える。すなわち、櫛歯電極１１４ａと面状電極１１４ｂとは
、絶縁層１１２を介して別層に形成されている。カラーフィルタ基板１２０は、ガラス等
を材料とする絶縁性の透明基板１２１、及び、透明基板１２１上に形成されたカラーフィ
ルタ、ブラックマトリクス等を備える。
【０１３３】
また、アレイ基板１１０は、基板１１１の液晶層１３０側に光配向膜１１６を備え、カラ
ーフィルタ基板１２０もまた液晶層１３０側に光配向膜１２６を備える。光配向膜１１６
、１２６は、ポリイミド、ポリアミド、ポリビニル、ポリシロキサン等を主成分とする膜
であり、偏光が照射されたことにより光配向処理がなされている。光配向膜を形成するこ
とで、液晶分子を一定方向に配向させることができる。
【０１３４】
ＰＳ層１１７、１２７は、液晶材料と重合性モノマーとを含む液晶組成物をアレイ基板１
１０とカラーフィルタ基板１２０との間に注入し、液晶層１３０に対して一定量の光の照
射又は加熱を行い、重合性モノマーを重合させることによって形成することができる。Ｐ
Ｓ層１１７、１２７は、光配向膜１１６、１２６のもつ配向規制力を向上させる。なお、
このとき、液晶層１３０に対し閾値以上の電圧を印加した状態で重合を行うことで、液晶
分子の初期傾斜に沿った形状をもつＰＳ層１１７、１２７が形成されるので、より配向安
定性の高いＰＳ層１１７、１２７を得ることができる。なお、液晶組成物には、必要に応
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じて重合開始剤を添加してもよい。
更に、アレイ基板１１０の背面側、及び、カラーフィルタ基板１２０の観察面側には、そ
れぞれ裏側偏光板１１８、表側偏光板１２８が備え付けられている。
【０１３５】
図９は、実施形態３に係る液晶表示装置の絵素平面模式図である。走査信号線Ｇで選択さ
れたタイミングで、映像信号線Ｓから供給された電圧を薄膜トランジスタ素子（ＴＦＴ）
・ドレイン電極Ｄを通じて、液晶材料を駆動する櫛歯電極１１４ａに印加する。なお、櫛
歯電極１１４ａはコンタクトホールＣＨを介してドレイン電極Ｄと接続されている。
【０１３６】
このような実施形態３において、実施形態１、実施形態１の変形例と同様に、偏光素子の
偏光透過軸方向が、液晶配向方向に沿っているとともに、光配向膜を構成する材料が、光
配向膜に照射される偏光により、光配向膜に照射される偏光の偏光方向に対して交差する
方向に液晶分子を配向させるものとしたり、偏光素子の偏光透過軸方向が、液晶配向方向
と交差するとともに、光配向膜を構成する材料が、光配向膜に照射される偏光により、光
配向膜に照射される偏光の偏光方向に対して沿っている方向に液晶分子を配向させるもの
としたりする構成としても、ＰＳ層により充分な配向安定性を発揮することができ、本発
明の効果を発揮することができる。
【０１３７】
なお、現在、液晶パネルの量産工程で一般的な貼り合わせ方式として、液晶滴下方式が挙
げられる。液晶滴下方式は、液晶組成物を一方の基板（例えば、アレイ基板）上に滴下し
、真空チャンバー内で一対の基板同士を貼り合わせるものである。このとき、真空下で上
側基板（ここでは、例えば、アレイ基板）を保持するために効果的に使われるものが静電
チャックである。静電チャックは、高電圧を発生させて、静電相互作用により基板を吸着
する装置である。例えば、ＦＦＳ基板（アレイ基板）と対向基板とを貼り合わせる際に、
ＦＦＳ基板の上側に位置する静電チャックからＦＦＳ基板に対して高電圧が印加される。
ＦＦＳ基板は、例えば、ガラス基板上に絶縁膜、面状電極、絶縁膜、及び、櫛歯電極が、
液晶層側に向かってこの順に重なった構造を有する。もう一方の基板（対向基板）は、ス
テージ上に配置され、対向基板上の所定の位置には、液晶組成物が滴下される。静電チャ
ックから発生した電界は液晶層（一対の基板間のスペース）側に向かうが、ＦＦＳ基板に
は面状電極が一層存在するため、電界は面状電極で遮断される。したがって、液晶層及び
光配向膜に電界は印加されないため、静電チャックの影響で液晶の配向が乱れることは妨
げられ、焼き付きの発生を阻止することができる。
【０１３８】
対照的に、ＩＰＳ基板を用いる場合、ＩＰＳ基板には面状電極がなく、静電チャックの電
界が櫛歯電極の間を通りぬけることになり、液晶の配向が乱されて焼き付いてしまうおそ
れがあることから、これを解消するために、貼り合わせ後に焼き付き解消のための何らか
の後処理が必要となってしまう。したがって、静電チャックを用いることを考慮すれば、
ＩＰＳ基板よりも、ＦＦＳ基板を用いる方が好適である。
【０１３９】
以上、実施形態１～３の光配向処理の直線偏光紫外線照射は、一対の基板を貼り合わせる
前に行われているが、一対の基板を貼り合わせた後に液晶セルの外側から光配向処理を行
ってもよい。光配向処理は、液晶を注入する前か後かを問わない。ただし、液晶を注入し
た後に光配向処理の直線偏光紫外線照射をする場合においては、光配向処理とＰＳ工程と
を同時に行うことができ、プロセスが短縮できるメリットがある。この場合、ＰＳ工程に
必要とされる紫外線照射時間に対して、光配向処理に必要とされる時間が、短時間である
ことが望ましい。
【０１４０】
実施形態１～３においてＰＳ処理のための紫外線照射は、電極を有するアレイ基板側から
行うことが好ましい。カラーフィルタを有する対向基板側から照射すると、カラーフィル
タにより紫外線が吸収されてしまう。
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【０１４１】
上述した本発明の効果は、光配向膜を用いる液晶表示装置の中でも、略水平配向が必要な
液晶表示装置に顕著である。それに適した望ましい液晶の配向型（液晶表示装置の表示モ
ード）としては、特に限定されないが、例えばＩＰＳ型、ＦＦＳ型、ＦＬＣ型、ＡＦＬＣ
型が好適なものとして考えられ、中でもＩＰＳ型又はＦＦＳ型がより好ましい。
【０１４２】
特に低照射エネルギーで光異性化による光配向膜を用いるときに本発明の効果が顕著なも
のとなる。光異性基としては、シンナメート基、カルコン基、スチルベン基、アゾ基等が
考えられるが、これらに限らない。
【０１４３】
（比較例１）
図１０は、比較例１に係る液晶表示装置の断面模式図である。液晶組成物にモノマーを添
加せず、液晶層に対しブラックライトで紫外線照射を行わなかったこと以外は実施例１と
同様の方法で、比較例１のＩＰＳ液晶セルを作製した。すなわち、比較例１に係る液晶表
示装置の構成は、ＰＳ層を形成しなかった以外は、実施形態１に係る液晶表示装置の構成
と同様である。
【０１４４】
続いて、実施例１の液晶セル及び比較例１の液晶セルの紫外線に対する耐性に関する評価
を行った。
（実験１）
蛍光灯に含まれる紫外線も排除し、あらゆる紫外線を排除した環境下で実施例１の液晶セ
ル及び比較例１の液晶セルを１００時間置いた。その結果、実施例１（ＰＳ重合有り）と
比較例１（ＰＳ重合無し）との両者で配向は乱れなかった。
（実験２）
太陽光がパネル面に当たる環境下で実施例１の液晶セル及び比較例１の液晶セルを１００
時間置いた。
比較例１にて顕著なムラが発生した。実施例１では、問題がなかった。
【０１４５】
比較例１のＩＰＳ液晶セルと、実施例１のＩＰＳ液晶セルとの間の相違点は、ＰＳ工程の
有無のみである。以上より、本発明に係る液晶表示装置の構成では、実施例１のようなＰ
Ｓ重合を行い、ＰＳ層を付加することが、太陽光等に対する耐光性を向上し、液晶の配向
を安定化でき、表示品位を優れたものとする点で望ましいと分かった。また、偏光板の偏
光透過軸方向が、液晶層における閾値電圧未満での液晶分子の配向方向と直交であり、光
配向膜を構成する材料が、光配向膜に照射される偏光により、該光配向膜に照射される偏
光の偏光方向に対して平行である方向に液晶分子を配向させる材料を含むことによっても
、ＰＳ層を設けることにより、同様の有利な効果を発揮することができる。
【０１４６】
上記特徴を有する液晶表示装置が、本発明の効果が発揮するうえで最も好適であるが、偏
光板の偏光透過軸方向が、液晶層における閾値電圧未満での液晶分子の配向方向に沿って
おり、光配向膜を構成する材料が、光配向膜に照射される偏光により、該光配向膜に照射
される偏光の偏光方向に対して交差する方向に液晶分子を配向させる材料を含む液晶表示
装置、又は、偏光板の偏光透過軸方向が、液晶層における閾値電圧未満での液晶分子の配
向方向と交差し、光配向膜を構成する材料が、光配向膜に照射される偏光により、該光配
向膜に照射される偏光の偏光方向に対して沿っている方向に液晶分子を配向させる材料を
含む液晶表示装置であれば、耐光性についての課題を有することから、ＰＳ層を設けるこ
とによって本発明の効果を発揮することができる。
【０１４７】
（実施例２）
ＰＳ処理により、水平光配向膜を備える液晶表示装置において焼き付きを充分に低減する
ことが可能である。以下では、この実験例について詳述する。



(27) JP WO2013/024749 A1 2013.2.21

10

20

30

40

50

現在の光配向技術は、主にＶＡモード等の垂直配向膜を用いるタイプのＴＶの量産用とし
て導入されており、ＩＰＳモード等の水平配向膜を用いるタイプのＴＶの量産用には未だ
導入されていない。その理由は、水平配向膜を用いることにより、液晶表示に焼き付きが
大きく発生するためである。焼き付きとは、液晶セルに対して同じ電圧を一定時間印加し
続けたときに、電圧を印加し続けた部分と電圧を印加していない部分とで、明るさが違っ
て見える現象である。以下に、本発明に係るＰＳ層が、焼き付きの改善に効果があること
を示す。
【０１４８】
図１１は、本発明者らが光配向処理を行って作製したＩＰＳモードの液晶セルの焼き付き
の様子を示す模式図である。図１１に示すように、電圧（ＡＣ）印加部と電圧（ＡＣ）無
印加部とでは、明るさが大きく異なっており、電圧（ＡＣ）印加部において激しく焼き付
きが起こっていることがわかる。焼き付きの発生の低減にはＰＳ技術による安定したポリ
マー層の形成が必要であり、そのためには、ＰＳ化のための重合反応の促進が必要である
。
【０１４９】
そこで本発明者らは、本発明に係る、液晶分子の配向方向と偏光素子の偏光透過軸方向と
の関係が特定され、かつ光配向膜を構成する材料が特定された構成（例えば、上述した実
施形態１、実施形態１の変形例に示した構成）を充足し得る、光配向処理を用いたＩＰＳ
モードの液晶セル及び液晶表示装置の作製に当たり、液晶中に重合性モノマーを添加し、
熱又は光で重合性モノマーを重合させて液晶層との界面を構成する面上にポリマー層を形
成する高分子安定化（ＰＳ）工程を導入する検討を行った。図１２は、本発明者らが光配
向処理を導入し、かつＰＳ工程を採用して作製したＩＰＳモードの液晶セルの焼き付きの
様子を示す模式図である。図１２に示すように、電圧（ＡＣ）印加部と電圧（ＡＣ）無印
加部とでは、明るさがほとんど変わらず、電圧（ＡＣ）印加部における焼き付きは改善さ
れていることがわかる。このように、従来の方法に対しＰＳ工程を加えることで、焼き付
きは大きく改善された。
【０１５０】
本発明者らは、ＩＰＳモードの液晶セルにおいて特に激しく焼き付きが生じる原因につい
て種々検討した結果、ＩＰＳモードの液晶セルとＶＡモードの液晶セルとで、焼き付きの
発生のメカニズムが異なることを見いだした。本発明者らの検討によれば、焼き付きの発
生は、ＶＡモードにおいては、極角方向のチルトが残存（メモリー）して起こるのに対し
、ＩＰＳモードにおいては、方位角方向の配向が残存（メモリー）するとともに、電気二
重層が形成されて起こる。また、更なる検討により、これらの現象は光配向膜に用いる材
料に起因するものであることがわかった。
【０１５１】
また、本発明者らが詳細な検討を行ったところ、ＰＳ工程による改善効果は、光活性をも
つ材料から形成された配向膜を用いたときに特に効果的であり、例えば、光不活性な材料
から形成された配向膜でラビング法による処理を行ったとき、又は、配向処理自体を行わ
ないときにおいては、ＰＳ工程による改善効果を得ることができないことがわかった。
【０１５２】
本発明者らの考察によれば、光活性をもつ材料から形成された配向膜とＰＳ工程との組み
合わせが好適な理由は、以下のとおりである。図１３は、光不活性な材料から形成された
配向膜でＰＳ工程を行ったときの重合性モノマーの重合の様子を示す模式図であり、図１
４は、光活性をもつ材料から形成された配向膜とＰＳ工程とを組み合わせたときの重合性
モノマーの重合の様子を示す模式図である。図１３及び図１４に示すように、ＰＳ工程で
は、一対の基板と該一対の基板間に充填された液晶組成物に対して紫外線等の光照射（図
中、白抜きの矢印で示す。）がなされ、液晶層内の重合性モノマーがラジカル重合等の連
鎖重合を開始し、そのポリマーが配向膜の液晶層側の表面上に堆積して液晶分子の配向制
御用のポリマー層（ＰＳ層ともいう。）が形成される。
【０１５３】
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図１３に示すように、配向膜３１６、３２６が光に対して不活性である場合は、光照射に
よって励起した液晶層３３０中の重合性モノマー３３３ｂは少なく、かつ液晶層３３０中
で均一に発生する。そして、励起した重合性モノマー３３３ｂは光重合を起こし、配向膜
３１６、３２６と液晶層３３０との界面において、相分離によるポリマー層の形成がなさ
れる。すなわち、ＰＳ工程においては、バルク中で励起した重合性モノマー３３３ｂが光
重合後、配向膜３１６、３２６と液晶層３３０との界面に移動するプロセスが存在する。
【０１５４】
一方、図１４に示すように、配向膜４１６、４２６が光に対して活性である場合は、光照
射によって励起した状態の液晶層４３０中の重合性モノマー４３３ｂがより多く存在し、
かつ配向膜４１６、４２６と液晶層４３０との界面近くに偏在する。これは、光配向膜４
１６、４２６において光照射により光吸収が起こり、その励起エネルギーが重合性モノマ
ー４３３ａに伝達されるためであり、光配向膜４１６、４２６に近い重合性モノマー４３
３ａは、励起エネルギーを受けて励起状態の重合性モノマー４３３ｂに変化しやすいため
である。そのため、配向膜４１６、４２６が光に対して活性である場合は、励起した重合
性モノマー４３３ｂが光重合後、配向膜４１６、４２６と液晶層４３０との界面に移動す
るプロセスが無視できる。したがって、重合反応及びポリマー層の形成速度が向上し、安
定した配向規制力をもつＰＳ層を形成することができる。
【０１５５】
また、本発明者らが検討を行ったところ、ＰＳ層による焼き付きの低減の効果は、垂直配
向膜よりも水平配向膜に対して効果があることがわかった。その理由は、以下のように考
えられる。図１５は、垂直配向膜に対して重合性モノマーを重合させるときの様子を示す
模式図である。図１６は、水平配向膜に対して重合性モノマーを重合させるときの様子を
示す模式図である。
【０１５６】
図１５に示すように、配向膜が垂直配向膜の場合、垂直配向膜を構成する光活性基５５２
は疎水基５５５を介して間接的に液晶分子５３２や重合性モノマー５３３に接しており、
光活性基５５２から重合性モノマー５３３への励起エネルギーの受け渡しが起こりにくい
。
【０１５７】
一方、図１６に示すように、配向膜が水平配向膜の場合、水平配向膜を構成する光活性基
６６２が液晶分子６３２や重合性モノマー６３３に直接的に接するため、光活性基６６２
から重合性モノマー６３３への励起エネルギーの受け渡しが起こりやすい。したがって、
重合反応及びポリマー層の形成速度が向上し、安定した配向規制力をもつＰＳ層を形成す
ることができる。
【０１５８】
したがって、ＰＳ工程は、光活性材料から形成された配向膜に対して行い、かつ該配向膜
が水平配向膜である場合に行うことで、励起エネルギーの受け渡しが飛躍的に向上し、焼
き付きの発生を大きく低減することができる。
【０１５９】
以上の説明より明らかなように、ＰＳ層の形成速度を向上させて通電による配向安定性、
すなわち、焼付き特性を改善するためには、光活性をもつ材料を使用すること、配向膜が
水平配向膜であることが好適である。なお、配向膜と重合性モノマーの励起エネルギーの
授受を行うために、配向膜の官能基等としては通常は光励起可能なものが用いられる。
更に焼き付き特性を向上させるためには、液晶材料を上述した好ましい形態に特定するこ
とが特に有効である。
【０１６０】
上記実施形態における上記ポリマー層は、可視光の照射により重合するモノマーを重合し
て形成されたものであることが好ましい。以下に、本発明における好適なモノマーについ
て詳述する。なお、本発明のポリマー層形成に用いられたモノマーは、本発明のポリマー
層における単量体単位の分子構造を確認することにより、確認することが可能である。
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【０１６１】
上記ポリマー層を形成するモノマーは、一種であってもよく、一種であることが好ましい
が、二種以上であり、上記可視光の照射により重合するモノマーが、他のモノマーを重合
させるモノマー（以下、開始剤機能付モノマーともいう。）であることもまた好ましい。
上記開始剤機能付モノマーとは、可視光の照射を受けて化学反応を起こし、可視光の照射
により単独で重合できない他のモノマーの重合を開始、促進させるとともに、自己も重合
するものを指す。上記開始剤機能付モノマーは、現存の可視光で重合しない多くのモノマ
ーをポリマー層の材料として用いることができるため、所望の配向膜及びポリマー層を得
る上で非常に有用である。上記開始剤機能付モノマーの例としては、可視光の照射により
ラジカルを生成する構造をもつモノマーが挙げられる。
【０１６２】
上記開始剤機能付モノマーとしては、例えば、下記化学式（９）；
【０１６３】
【化１１】

【０１６４】
（式中、Ａ１及びＡ２は、同一又は異なって、ベンゼン環、ビフェニル環、又は、炭素数
１～１２の直鎖状若しくは分枝状のアルキル基若しくはアルケニル基を表す。Ａ１及びＡ
２の少なくとも一方は、－Ｓｐ１－Ｐ１基を含む。Ａ１及びＡ２が有する水素原子は、－
Ｓｐ１－Ｐ１基、ハロゲン原子、－ＣＮ基、－ＮＯ２基、－ＮＣＯ基、－ＮＣＳ基、－Ｏ
ＣＮ基、－ＳＣＮ基、－ＳＦ５基、又は、炭素数１～１２の直鎖状若しくは分枝状のアル
キル基、アルケニル基若しくはアラルキル基で置換されていてもよい。Ａ１及びＡ２が有
する隣接する２つの水素原子は、炭素数１～１２の直鎖状又は分枝状のアルキレン基又は
アルケニレン基で置換されて環状構造となっていてもよい。Ａ１及びＡ２のアルキル基、
アルケニル基、アルキレン基、アルケニレン基又はアラルキル基が有する水素原子は、－
Ｓｐ１－Ｐ１基で置換されていてもよい。Ａ１及びＡ２のアルキル基、アルケニル基、ア
ルキレン基、アルケニレン基又はアラルキル基が有する－ＣＨ２－基は、酸素原子、硫黄
原子及び窒素原子が互いに隣接しない限り－Ｏ－基、－Ｓ－基、－ＮＨ－基、－ＣＯ－基
、－ＣＯＯ－基、－ＯＣＯ－基、－Ｏ－ＣＯＯ－基、－ＯＣＨ２－基、－ＣＨ２Ｏ－基、
－ＳＣＨ２－基、－ＣＨ２Ｓ－基、－Ｎ（ＣＨ３）－基、－Ｎ（Ｃ２Ｈ５）－基、－Ｎ（
Ｃ３Ｈ７）－基、－Ｎ（Ｃ４Ｈ９）－基、－ＣＦ２Ｏ－基、－ＯＣＦ２－基、－ＣＦ２Ｓ
－基、－ＳＣＦ２－基、－Ｎ（ＣＦ３）－基、－ＣＨ２ＣＨ２－基、－ＣＦ２ＣＨ２－基
、－ＣＨ２ＣＦ２－基、－ＣＦ２ＣＦ２－基、－ＣＨ＝ＣＨ－基、－ＣＦ＝ＣＦ－基、－
Ｃ≡Ｃ－基、－ＣＨ＝ＣＨ－ＣＯＯ－基、又は、－ＯＣＯ－ＣＨ＝ＣＨ－基で置換されて
いてもよい。Ｐ１は、重合性基を表す。Ｓｐ１は、炭素数１～６の直鎖状、分枝状若しく
は環状のアルキレン基若しくはアルキレンオキシ基、又は、直接結合を表す。ｍは、１又
は２である。Ａ１とＹとをつなぐ点線部分、及び、Ａ２とＹとをつなぐ点線部分は、Ａ１

とＡ２との間にＹを介した結合が存在していてもよいことを表す。Ｙは、－ＣＨ２－基、
－ＣＨ２ＣＨ２－基、－ＣＨ＝ＣＨ－基、－Ｏ－基、－Ｓ－基、－ＮＨ－基、－Ｎ（ＣＨ

３）－基、－Ｎ（Ｃ２Ｈ５）－基、－Ｎ（Ｃ３Ｈ７）－基、－Ｎ（Ｃ４Ｈ９）－基、－Ｏ
ＣＨ２－基、－ＣＨ２Ｏ－基、－ＳＣＨ２－基、－ＣＨ２Ｓ－基、又は、直接結合を表す
。）で表される化合物が挙げられる。
【０１６５】
より具体的には、例えば、下記化学式（１０－１）～（１０－８）；
【０１６６】
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【化１２】

【０１６７】
（式中、Ｒ１及びＲ２は、同一又は異なって、－Ｓｐ１－Ｐ１基、水素原子、ハロゲン原
子、－ＣＮ基、－ＮＯ２基、－ＮＣＯ基、－ＮＣＳ基、－ＯＣＮ基、－ＳＣＮ基、－ＳＦ

５基、又は、炭素数１～１２の直鎖状若しくは分枝状のアルキル基、アラルキル基若しく
はフェニル基を表す。Ｒ１及びＲ２の少なくとも一方は、－Ｓｐ１－Ｐ１基を含む。Ｐ１

は、重合性基を表す。Ｓｐ１は、炭素数１～６の直鎖状、分枝状若しくは環状のアルキレ
ン基若しくはアルキレンオキシ基、又は、直接結合を表す。Ｒ１及びＲ２の少なくとも一
方が、炭素数１～１２の直鎖状又は分枝状のアルキル基、アラルキル基又はフェニル基で
あるとき、上記Ｒ１及びＲ２の少なくとも一方が有する水素原子は、フッ素原子、塩素原
子又は－Ｓｐ１－Ｐ１基に置換されていてもよい。Ｒ１及びＲ２が有する－ＣＨ２－基は
、酸素原子、硫黄原子及び窒素原子が互いに隣接しない限り－Ｏ－基、－Ｓ－基、－ＮＨ
－基、－ＣＯ－基、－ＣＯＯ－基、－ＯＣＯ－基、－Ｏ－ＣＯＯ－基、－ＯＣＨ２－基、
－ＣＨ２Ｏ－基、－ＳＣＨ２－基、－ＣＨ２Ｓ－基、－Ｎ（ＣＨ３）－基、－Ｎ（Ｃ２Ｈ

５）－基、－Ｎ（Ｃ３Ｈ７）－基、－Ｎ（Ｃ４Ｈ９）－基、－ＣＦ２Ｏ－基、－ＯＣＦ２

－基、－ＣＦ２Ｓ－基、－ＳＣＦ２－基、－Ｎ（ＣＦ３）－基、－ＣＨ２ＣＨ２－基、－
ＣＦ２ＣＨ２－基、－ＣＨ２ＣＦ２－基、－ＣＦ２ＣＦ２－基、－ＣＨ＝ＣＨ－基、－Ｃ
Ｆ＝ＣＦ－基、－Ｃ≡Ｃ－基、－ＣＨ＝ＣＨ－ＣＯＯ－基、又は、－ＯＣＯ－ＣＨ＝ＣＨ
－基で置換されていてもよい。）で表されるいずれかの化合物が挙げられる。
【０１６８】
上記Ｐ１としては、例えば、アクリロイルオキシ基、メタアクリロイルオキシ基、ビニル
基、ビニルオキシ基、アクリロイルアミノ基、又は、メタアクリロイルアミノ基が挙げら
れる。ここで、上記化学式（１０－１）～（１０－８）で表される化合物におけるベンゼ
ン環の水素原子は、ハロゲン原子、又は、炭素数１～１２のアルキル基若しくはアルコキ
シ基に部分的に又はすべて置換されてもよく、また、アルキル基、アルコキシ基の水素原
子はハロゲン原子に部分的に又はすべて置換されていてもよい。更に、Ｒ１、Ｒ２のベン
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ゼン環への結合位置は、これに限らない。
【０１６９】
上記ポリマー層は、更に、一種以上の環構造を有する単官能又は多官能の重合性基を有す
るモノマーが重合することによって形成されたものであることが好ましい。そのようなモ
ノマーとしては、例えば、下記化学式（１１）；
【０１７０】
【化１３】

【０１７１】
（式中、Ｒ３は、－Ｒ４－Ｓｐ２－Ｐ２基、水素原子、ハロゲン原子、－ＣＮ基、－ＮＯ

２基、－ＮＣＯ基、－ＮＣＳ基、－ＯＣＮ基、－ＳＣＮ基、－ＳＦ５基、又は、炭素数１
～１２の直鎖状若しくは分枝状のアルキル基である。Ｐ２は、重合性基を表す。Ｓｐ２は
、炭素数１～６の直鎖状、分枝状若しくは環状のアルキレン基若しくはアルキレンオキシ
基、又は、直接結合を表す。Ｒ３が有する水素原子は、フッ素原子又は塩素原子に置換さ
れていてもよい。Ｒ３が有する－ＣＨ２－基は、酸素原子及び硫黄原子が互いに隣接しな
い限り－Ｏ－基、－Ｓ－基、－ＮＨ－基、－ＣＯ－基、－ＣＯＯ－基、－ＯＣＯ－基、－
Ｏ－ＣＯＯ－基、－ＯＣＨ２－基、－ＣＨ２Ｏ－基、－ＳＣＨ２－基、－ＣＨ２Ｓ－基、
－Ｎ（ＣＨ３）－基、－Ｎ（Ｃ２Ｈ５）－基、－Ｎ（Ｃ３Ｈ７）－基、－Ｎ（Ｃ４Ｈ９）
－基、－ＣＦ２Ｏ－基、－ＯＣＦ２－基、－ＣＦ２Ｓ－基、－ＳＣＦ２－基、－Ｎ（ＣＦ

３）－基、－ＣＨ２ＣＨ２－基、－ＣＦ２ＣＨ２－基、－ＣＨ２ＣＦ２－基、－ＣＦ２Ｃ
Ｆ２－基、－ＣＨ＝ＣＨ－基、－ＣＦ＝ＣＦ－基、－Ｃ≡Ｃ－基、－ＣＨ＝ＣＨ－ＣＯＯ
－基、又は、－ＯＣＯ－ＣＨ＝ＣＨ－基で置換されていてもよい。Ｒ４は、－Ｏ－基、－
Ｓ－基、－ＮＨ－基、－ＣＯ－基、－ＣＯＯ－基、－ＯＣＯ－基、－Ｏ－ＣＯＯ－基、－
ＯＣＨ２－基、－ＣＨ２Ｏ－基、－ＳＣＨ２－基、－ＣＨ２Ｓ－基、－Ｎ（ＣＨ３）－基
、－Ｎ（Ｃ２Ｈ５）－基、－Ｎ（Ｃ３Ｈ７）－基、－Ｎ（Ｃ４Ｈ９）－基、－ＣＦ２Ｏ－
基、－ＯＣＦ２－基、－ＣＦ２Ｓ－基、－ＳＣＦ２－基、－Ｎ（ＣＦ３）－基、－ＣＨ２

ＣＨ２－基、－ＣＦ２ＣＨ２－基、－ＣＨ２ＣＦ２－基、－ＣＦ２ＣＦ２－基、－ＣＨ＝
ＣＨ－基、－ＣＦ＝ＣＦ－基、－Ｃ≡Ｃ－基、－ＣＨ＝ＣＨ－ＣＯＯ－基、－ＯＣＯ－Ｃ
Ｈ＝ＣＨ－基、又は、直接結合を表す。Ａ３及びＡ４は、同一又は異なって、１，２－フ
ェニレン基、１，３－フェニレン基、１，４－フェニレン基、ナフタレン－１，４－ジイ
ル基、ナフタレン－１，５－ジイル基、ナフタレン－２，６－ジイル基、１，４－シクロ
ヘキシレン基、１，４－シクロヘキセニレン基、１，４－ビシクロ［２．２．２］オクチ
レン基、ピペリジン－１，４－ジイル基、ナフタレン－２，６－ジイル基、デカヒドロナ
フタレン－２，６－ジイル基、１，２，３，４－テトラヒドロナフタレン－２，６－ジイ
ル基、インダン－１，３－ジイル基、インダン－１，５－ジイル基）、インダン－２，５
－ジイル基、フェナントレン－１，６－ジイル基、フェナントレン－１，８－ジイル基、
フェナントレン－２，７－ジイル基、フェナントレン－３，６－ジイル基、アントラセン
－１，５－ジイル基、アントラセン－１，８－ジイル基、アントラセン－２，６－ジイル
基、又は、アントラセン－２，７－ジイル基を表す。Ａ３及びＡ４が有する－ＣＨ２－基
は、互いに隣接しない限り－Ｏ－基又は－Ｓ－基で置換されていてもよい。Ａ３及びＡ４

が有する水素原子は、フッ素原子、塩素原子、－ＣＮ基、又は、炭素数１～６のアルキル
基、アルコキシ基、アルキルカルボニル基、アルコキシカルボニル基若しくはアルキルカ
ルボニルオキシ基で置換されていてもよい。Ｚは、同一又は異なって、－Ｏ－基、－Ｓ－
基、－ＮＨ－基、－ＣＯ－基、－ＣＯＯ－基、－ＯＣＯ－基、－Ｏ－ＣＯＯ－基、－ＯＣ
Ｈ２－基、－ＣＨ２Ｏ－基、－ＳＣＨ２－基、－ＣＨ２Ｓ－基、－Ｎ（ＣＨ３）－基、－
Ｎ（Ｃ２Ｈ５）－基、－Ｎ（Ｃ３Ｈ７）－基、－Ｎ（Ｃ４Ｈ９）－基、－ＣＦ２Ｏ－基、
－ＯＣＦ２－基、－ＣＦ２Ｓ－基、－ＳＣＦ２－基、－Ｎ（ＣＦ３）－基、－ＣＨ２ＣＨ

２－基、－ＣＦ２ＣＨ２－基、－ＣＨ２ＣＦ２－基、－ＣＦ２ＣＦ２－基、－ＣＨ＝ＣＨ
－基、－ＣＦ＝ＣＦ－基、－Ｃ≡Ｃ－基、－ＣＨ＝ＣＨ－ＣＯＯ－基、－ＯＣＯ－ＣＨ＝
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ＣＨ－基、又は、直接結合を表す。ｎは０、１又は２である。）で表される化合物が挙げ
られる。
【０１７２】
より具体的には、例えば、下記化学式（１２－１）～（１２－５）；
【０１７３】
【化１４】

【０１７４】
（式中、Ｐ２は、同一又は異なって、重合性基を表す。）で表されるいずれかの化合物が
挙げられる。
【０１７５】
上記Ｐ２としては、例えば、アクリロイルオキシ基、メタアクリロイルオキシ基、ビニル
基、ビニルオキシ基、アクリロイルアミノ基、又は、メタアクリロイルアミノ基が挙げら
れる。ここで、上記化学式（１２－１）～（１２－５）で表される化合物におけるベンゼ
ン環及び縮合環の水素原子は、ハロゲン原子、又は、炭素数１～１２のアルキル基若しく
はアルコキシ基に部分的に又はすべて置換されてもよく、また、アルキル基、アルコキシ
基の水素原子はハロゲン原子に部分的に又はすべて置換されていてもよい。また、Ｐ２の
ベンゼン環及び縮合環への結合位置は、これに限らない。
上記ポリマー層を形成するモノマー（例えば、化学式（１０－１）～（１０－８）で表さ
れる化合物、及び、上記化学式（１２－１）～（１２－５）で表される化合物）は、重合
性基を２つ以上もつことが好ましい。例えば、重合性基を２つもつものが好適なものとし
て挙げられる。
【０１７６】
本発明において、従来の重合開始剤（initiator）は用いずに、上述した重合開始機能付
きのモノマーを液晶に添加することにより、液晶層中に不純物となりえる重合開始剤は残
存しなくなり、電気特性を格段に向上することができる。また、モノマーを重合させる際
に、液晶層中にモノマーの重合開始剤が実質的に存在しないことが好ましい。加えて、反
応開始点の密度が向上するため、光照射直後のポリマーサイズが小さいオリゴマー状物質
が生じやすく、またその生成数量も増やすことができる。このオリゴマー状物質が、液晶
層（バルク中）への溶解度低下による析出効果で速やかに配向膜表面に堆積する。このこ
とから、従来技術と比較して、液晶層中にはポリマーネットワークが出来にくく、かつ、
ポリマーサイズも大きすぎないため配向膜表面上に極めて均一なポリマー層を形成するこ
とができる。よって、駆動電圧のシフトも無く、コントラストの低下も無く、効率的に配
向膜表面の液晶配向を固定化できる。そして、電気特性低下もなく、十分な長期信頼性も
確保できる。本発明に係る、液晶分子の配向方向と偏光素子の偏光透過軸方向との関係が
特定され、かつ光配向膜を構成する材料が特定された構成（例えば、上述した実施形態１
、実施形態１の変形例に示した構成）を充足する液晶表示装置の作製に当たり、上記した
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重合開始機能付きのモノマーを用いて有利な効果を発揮できることを示す実施例３～６に
ついて、後述する。
【０１７７】
（実施例３）
実施例３の条件は、以下の通りである。
表示モード：ＦＦＳ
配向膜材料：ポリビニルシンナメート
配向処理：偏光を有する紫外線照射（主たる反応波長３１３ｎｍ）、照射エネルギーは１
００ｍＪ／ｃｍ２、配向原理は光異性化と光二量体化
モノマー：下記化学式（１３）で示されるモノマー；
【０１７８】
【化１５】

【０１７９】
を液晶材料１００重量％に０.５重量％添加
ＰＳ処理：モノマーを含有する液晶をパネルに封入後、ブラックライトによる光照射
実験結果：駆動電圧の上昇、コントラストの低下、及び、電圧保持率の顕著な低下なく、
配向の安定化、特に焼き付き特性の改善を得ることができた。
モノマーとしては、ビフェニル系の二官能メタクリレートモノマーを用いた。
光重合開始剤は混合していない。しかしながら、本材料系にてポリマー形成を確認するこ
とができた。光照射により下記式（１３－１）、（１３－２）に示したようなラジカル生
成過程；
【０１８０】

【化１６】

【０１８１】
を生じているものと考えられる。また、メタクリレート基が存在するため、ラジカル重合
反応により自身がポリマーを形成することにも寄与する。
モノマーとしては、液晶に溶解するものが望ましく、棒状分子が望ましい。上記ビフェニ
ル系のほかに、ナフタレン系、フェナントレン系、アントラセン系も考えられる。また、
これらの水素原子の一部又はすべてはハロゲン原子や、アルキル基、アルコキシ基（その
水素原子がハロゲン原子に一部又はすべて置換してもよい）に置換されていてもよい。
重合性基としては、上記メタアクリロイルオキシ基のほかに、アクリロイルオキシ基、ビ
ニルオキシ基、アクリロイルアミノ基、メタアクリロイルアミノ基も考えられる。このよ
うなモノマーであれば、３００～３８０ｎｍ程度の範囲の波長の光で、ラジカル生成が可
能であり、開始剤機能付きモノマーとなりえる。
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また、上記モノマー以外に、光重合開始機能を有しないアクリレート、ジアクリレートの
ようなモノマーを混合させてもよく、これにより光重合反応速度を調整することが出来る
。特にポリマーネットワーク生成を抑制する場合に有効な手段の一つとなりえる。
【０１８２】
（実施例４）
実施例４の条件は、以下の通りである。
表示モード：ＩＰＳ
配向膜材料：ポリビニルシンナメート
配向処理：偏光を有する紫外線照射（主たる反応波長３１３ｎｍ）、照射エネルギーは１
００ｍＪ／ｃｍ２、配向原理は光異性化と光二量体化
モノマー：下記化学式（１４Ａ）で示されるモノマー及び下記化学式（１４Ｂ）で示され
るモノマーの混合物（重量混合比５０：５０）；
【０１８３】
【化１７】

【０１８４】
を液晶材料１００重量％に０．５重量％添加
ＰＳ処理：モノマーを含有する液晶をパネルに封入後、可視光による光照射
実験結果：駆動電圧の上昇、コントラストの低下、及び、電圧保持率の顕著な低下なく、
配向の安定化、特に焼き付き特性の改善を得ることが出来た。
モノマーとしては、上記化学式（１４Ａ）で示されるモノマー及び上記化学式（１４Ｂ）
で示されるモノマーの混合物を用いた。
本実施例ではＰＳ工程の照射は可視光とした。これにより、液晶及び光配向膜へのダメー
ジを抑制することも出来る。
モノマー（１４Ｂ）は、３８０ｎｍ以上の波長の光ではラジカルを生成しない。しかしな
がら、モノマー（１４Ａ）のようなモノマー（本明細書中、ベンジル系モノマーとも言う
。）は、３８０ｎｍ以上の波長の光を吸収して、ラジカルを生成する。また、自身も重合
によって、ポリマー層の一部となりえる。
モノマーとしては、他にも光開裂や水素引き抜きによってラジカルを生成するベンゾイン
エーテル系、アセトフェノン系、ベンジルケータル系、ケトン系が考えられる。また、こ
れらに重合性基が付与されている必要があり、上記メタアクリロイルオキシ基のほかに、
アクリロイルオキシ基、ビニルオキシ基、アクリロイルアミノ基、メタアクリロイルアミ
ノ基も考えられる。
なお、実施例３、及び、実施例４の光配向膜には、二重結合を有するポリビニルシンナメ
ートを用いたが、このシンナメート基も光励起されラジカル授与できるため、さらなるＰ
Ｓ層の光重合反応の促進及び均一形成に寄与することができたものと思われる。



(35) JP WO2013/024749 A1 2013.2.21

10

20

30

40

このような光配向膜は、他にも、カルコン系、クマリン系、スチルベン系、アゾ系が同様
の二重結合を有する光配向膜として用いることが出来るため有効であると考えられる。
また、ポリマーの主鎖としても、他には、ポリアミック酸、ポリイミド、ポリアミド、ポ
リシロキサン、ポリマレイミドも適用できる。
光配向の照射エネルギーとしては、１００ｍＪ／ｃｍ２としたが、これ以下の照射エネル
ギーにおいても、ＰＳ工程による配向安定化が達成されるため、実用上問題は生じない。
むしろ、他部材の光劣化を抑制できるため、照射エネルギーの低減は望ましい。
【０１８５】
（実施例５）
実施例５の条件は、以下の通りである。
表示モード：ＩＰＳ
配向膜材料：シクロブタンを骨格に有するポリイミド
配向処理：偏光を有する紫外線照射（主たる反応波長２５４ｎｍ）、照射エネルギーは５
００ｍＪ／ｃｍ２、配向原理はシクロブタンの光分解
モノマー：下記化学式（１５）で示されるモノマー；
【０１８６】
【化１８】

【０１８７】
を液晶材料１００重量％に０．５重量％添加
ＰＳ処理：モノマーを含有する液晶をパネルに封入後、ブラックライトによる光照射
実験結果：駆動電圧の上昇、コントラストの低下、及び、電圧保持率の顕著な低下なく、
配向の安定化、特に焼き付き特性の改善を得ることができた。
モノマーとしては、実施例３と同様にしたが、実施例４のものを用いることも出来ること
は言うまでもない。
光配向の照射エネルギーとしては、５００ｍＪ／ｃｍ２としたが、ＰＳ工程無しでは十分
な配向特性が得られなかった。一方、ＰＳ工程ありでは、５００ｍＪ／ｃｍ２以下でも実
用上問題は生じなかった。ＰＳ工程無しで十分な配向特性を得るためには、２Ｊ／ｃｍ２

程度の照射エネルギーが必要だが、２５４ｎｍ付近での高エネルギー照射は、配向膜の他
部分の光分解、カラーフィルタの光分解などを生じ、長期信頼性に問題があったが、本発
明により解決することができた。
【０１８８】
（実施例６）
実施例６の条件は、以下の通りである。
表示モード：ＩＰＳ
配向膜材料：シクロブタンを骨格に有するポリイミド（実施例５と同じ）
配向処理：ラビング
モノマー：下記化学式（１６Ａ）で示されるモノマー及び下記化学式（１６Ｂ）で示され
るモノマーの混合物（重量混合比５０：５０）；
【０１８９】
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【化１９】

【０１９０】
を液晶材料１００重量％に０．５重量％添加
ＰＳ処理：モノマーを含有する液晶をパネルに封入後、可視光による光照射
実験結果：駆動電圧の上昇、コントラストの低下、及び、電圧保持率の顕著な低下なく、
配向の安定化、特に焼き付き特性の改善を得ることができた。
モノマーとしては、実施例４と同様にしたが、実施例３のものを用いることもできること
は言うまでもない。
ラビング処理は、ラビング布の毛足の押し込み量として０．５ｍｍ、ラビング回数として
３回とした。
【０１９１】
なお、これまでの実施例２～６ではポリマー層を形成する手法として、光重合性を有する
モノマーを液晶にあらかじめ含有させておきＰＳ工程を行っていたが、ポリマー層を形成
する手法はこれに限らない。
例えば、モノマーを配向膜に含有させる手法も同様にポリマー層の形成を可能にするので
、以下に詳しく説明する。モノマーを液晶にあらかじめ含有させる代わりに、あらかじめ
配向膜インクに所定の濃度でモノマーを混合しておき、他のプロセスは、実施例２～６で
示した手法と同様に行う。液晶のパネル封入後の加熱、望ましくは液晶のネマチック－等
方相の相転移温度以上の加熱を行うことにより、配向膜内のモノマーが液晶側へ溶出する
。その後、上記実施例２～６と同様のＰＳ工程の光照射を行えば、ポリマー層が形成され
る。特に、液晶パネルの外周部分に存在するシール材を硬化させる加熱プロセスを上記モ
ノマー溶出工程に相当させることも可能であり、この場合はシール材を硬化させる加熱プ
ロセスに加えて別途モノマー溶出工程を行わなくてもよく、上記実施例２～６と比較して
プロセス増加も無い。
また、モノマーに適用される重合性官能基（モノマーの重合性官能基）は、アクリレート
基、メタクリレート基、ビニル基、ビニロキシ基、及び、エポキシ基からなる群より選択
される少なくとも１種を含むことが好ましい。
【０１９２】
（実施例７）
実施例７の条件は、以下の通りである。
表示モード：ＦＦＳ
配向膜材料：ポリビニルシンナメート
配向処理：偏光を有する紫外線照射（主たる反応波長３１３ｎｍ）、照射エネルギーは５
Ｊ／ｃｍ２、配向原理は光異性化と光二量体化
モノマー：下記化学式（１７）で示されるモノマー；
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【０１９３】
【化２０】

【０１９４】
を配向膜インク材料１００重量％に１．０重量％添加
ＰＳ処理：モノマーを含有する配向膜インクを基板に塗布、焼成後、偏光照射による光配
向処理を行った。液晶をパネルに封入後、液晶パネルを１３０℃で４０分加熱した。ブラ
ックライトによる光照射を行った。
実験結果：駆動電圧の上昇、コントラストの低下、及び、電圧保持率の顕著な低下なく、
配向の安定化、特に焼き付き特性の改善を得ることができた。
モノマーとしては、これに限らず、実施例３のものを用いることもできることは言うまで
もない。また、適宜重合開始剤を添加し、重合促進させることも可能である。
【０１９５】
さらなる別手法として、配向膜上に直接モノマーを塗布する手法も有効である。あらかじ
め溶媒に所定の濃度にてモノマーを溶解させておき、配向膜上に塗布、溶媒を除去する。
溶媒除去は加熱及び／又は減圧（例えば、真空にすること）により達成できる。なお、こ
の塗布工程は、配向膜への光配向処理の前でも後でも可能である。そして、液晶のパネル
封入後、ＰＳ工程の光照射を行えば、ポリマー層が形成される。なお、上述したのと同様
に、液晶のパネル封入後の加熱、望ましくは液晶のネマチック－等方相の相転移温度以上
の加熱を行うことにより、モノマーをより均一に液晶へ分散させることでき、表示ムラ等
を抑制することができる。
【０１９６】
（実施例８）
実施例８の条件は、以下の通りである。
表示モード：ＦＦＳ
配向膜材料：ポリビニルシンナメート
配向処理：偏光を有する紫外線照射（主たる反応波長３１３ｎｍ）、照射エネルギーは５
Ｊ／ｃｍ２、配向原理は光異性化と光二量体化
モノマー：下記化学式（１８）で示されるモノマー；
【０１９７】
【化２１】

【０１９８】
を溶媒アセトン１００重量％に１．０重量％添加
ＰＳ処理：配向膜インクを基板に塗布、焼成後、偏光照射による光配向処理を行った後、
モノマー１．０重量％の溶液を塗布した。１３０℃に加熱して溶媒を揮発させ、再度、偏
光照射による光配向処理を行った。液晶をパネルに封入後、液晶パネルを１３０℃で４０
分加熱した。ブラックライトによる光照射を行った。
実験結果：駆動電圧の上昇、コントラストの低下、及び、電圧保持率の顕著な低下なく、
配向の安定化、特に焼き付き特性の改善を得ることができた。
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モノマーとしては、これに限らず、実施例２のものを用いることもできることは言うまで
もない。また、適宜重合開始剤を添加し、重合促進させることも可能である。
【０１９９】
実施例７、８の効果（液晶パネルの狭額縁化に適していること）について
液晶のパネルへの充填方法は、ディスペンサー等を用いて一方の基板上に液晶液滴を滴下
して、真空内でもう一方の基板を貼り合わせる方式を用いることが一般的である。
この貼り合わせの過程において液晶液滴サイズが拡がる際に、以下の可能性１及び／又は
可能性２により、液晶にモノマーを含有させる方式では表示ムラを生じさせる場合がある
。
【０２００】
可能性１：液晶液滴サイズが拡がる際に、モノマーの基板への吸着依存性等の影響から、
基板面内のモノマー濃度分布が発生する可能性がある。
この濃度分布が液晶の配向規制力の分布を発生させ、表示ムラになる。
【０２０１】
可能性２：液晶パネル周辺にはシール材が線状に形成されている。
貼り合わせたのち、硬化前のシール材に液晶液滴が接すると、未硬化のシ－ル材成分が液
晶に溶け込み、表示不良を発生させる。
そのため、通常、硬化前のシール材に液晶液滴が接する前に、紫外線をシール材に照射し
、ある程度硬化させた状態を形成する。
これであれば、シ－ル成分の溶出は防ぐことができる。
一方、充分に硬化させるために、その後、加熱による熱硬化を行う。
すなわち、シール材として紫外線と熱とを併用できる硬化タイプの材料を選択することが
一般的である。
【０２０２】
しかしながら、シールを硬化させる紫外線を照射する際、どうしても、一定量の紫外線が
シール部より内側（表示エリア）に漏れてしまう。
液晶液滴が拡がっていく過程で、この漏れた紫外線がモノマーにあたってしまうと、モノ
マーの重合反応が始まってしまい、表示ムラを形成する懸念がある。
そのため、細心の注意を払い、紫外線が表示エリア内に入らないように、遮光マスクを付
与するが、ブラックマトリクス（ＢＭ）の幅を狭くする狭い額縁サイズのパネルを設計し
ようとすると、シール部と表示エリアとが近付いてしまうため、紫外線の漏れを完全にな
くすことが不可能になる。
よって、表示エリアの端部にムラを生じさせてしまう。
【０２０３】
このような可能性（懸念）は、液晶にモノマーを含有させるのではなく、モノマーを配向
膜材料内に含有させておく、又は、モノマーを配向膜表面上に塗布することにより、解消
できる。
理由は、液晶液滴が拡がった後の加熱工程によって初めてモノマーが液晶に溶出するため
、濃度勾配も発生しないし、シール硬化のためのＵＶ照射時にモノマーが液晶内に溶けて
いることも無いためである。
【０２０４】
なお、ＰＳ工程処理を用いない場合、十分な配向安定性を得るには、０．６ｍｍ、５回、
とラビング強度を上げる必要があったが、この場合、ラビングのスジムラ、ラビング布や
配向膜がはがれたものによる異物不良が頻発し、生産上の問題が大きかった。一方、ラビ
ング強度を０．５ｍｍ、３回として、ＰＳ工程処理を適用しなかった場合は、配向規制力
不足による焼き付きが顕著に発生するという問題を生じていた。
モノマーとして重合性機能付モノマーを用いることにより、高歩留まり、焼き付き特性に
優れる水平配向モード液晶表示デバイスを、ラビング配向処理によっても得ることができ
た。
また、実施例５及び実施例６において上述したように、配向膜材料のポリマー主鎖として
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シクロブタンを骨格に有するポリイミドを用いることが本発明の好ましい形態の一つであ
る。
上述した実施例３～６で用いた配向膜材料、モノマー等を用いることにより、本発明にお
いても、上述した有利な効果を同様に発揮することができる。
【０２０５】
上述した実施形態における各形態は、本発明の要旨を逸脱しない範囲において適宜組み合
わされてもよい。
【０２０６】
なお、本願は、２０１１年８月１２日に出願された日本国特許出願２０１１－１７７２９
７号を基礎として、パリ条約ないし移行する国における法規に基づく優先権を主張するも
のである。該出願の内容は、その全体が本願中に参照として組み込まれている。
【符号の説明】
【０２０７】
１０：アレイ基板
１１、２１、１１１、１２１：透明基板
１４ａ、２１４ａ：画素電極
１４ｂ、２１４ｂ：共通電極
１６、２６、１１６、１２６、２１６、２２６、３１６、３２６、４１６、４２６：光配
向膜
１７、２７、１１７、１２７：ＰＳ層（ポリマー層）
１８、１１８：裏側偏光板
２０、１２０：カラーフィルタ基板
２８、１２８：表側偏光板
３０、３０′、１３０、２３０、３３０、４３０：液晶層
３２、３２′、５３２、６３２：液晶分子
３２ｐ、３２ｐ′：正の誘電率異方性をもつ液晶分子
３２ｎ、３２ｎ′：負の誘電率異方性をもつ液晶分子
１１２：絶縁膜
１１４ａ：櫛歯電極
３３３、４３３：重合性モノマー
３３３ａ、４３３ａ：重合性モノマー（未励起）
３３３ｂ、４３３ｂ：重合性モノマー（励起状態）
５５２：光活性基（垂直配向膜分子）
５５５：疎水基
６６２：光活性基（水平配向膜分子）
ＣＨ：コンタクトホール
Ｄ：ドレイン電極
Ｇ：走査配線
Ｓ：信号配線
Ｔ：薄膜トランジスタ素子
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